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１ 新庁舎建設とＳＤＧｓ   
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庁舎建設基本計画に記載し
ている達成可能な項目

市政運営の中で達成可
能な項目

【ゴール１】
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

◇生活に困難を抱えた方
が、相談に訪れやすくプラ
イバシーに配慮した相談し
やすい窓口を設置する。

【ゴール２】
 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実
現し、持続可能な農業を促進する

◇様々なリスク発生を想定
した食料等を備蓄できる災
害備蓄倉庫を設置する。

【ゴール３】
 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確
保し、福祉を促進する

◇医療センターと連携を図
り、市民の健康づくりを進
める。

【ゴール４】
 すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育
を提供し、生涯学習の機会を促進する

◇教育施策の立案から
教育相談まで一貫して
対応し、質の高い教育
を実践する

【ゴール５】
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の
能力強化を行う

◇ジェンダー平等に配慮し
た設備環境を整える

【ゴール６】
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な
管理を確保する

◇雨水貯留槽の設置を検討
し、豪雨による流入緩和を
図るとともに、散水やトイ
レなどに利用していくこと
を検討する。

【ゴール７】
 すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な
近代的エネルギーへのアクセスを確保する

◇最新の省エネルギー技術
を取り入れ、再生可能エネ
ルギーも活用した環境配慮
型庁舎としていく

　SDGｓ（持続可能な開発目標）とは、国連サミットで掲げられ、持続可能な世界を実現するための「17の

ゴール」「169のターゲット」から構成された2030年までの国際目標です。

　日頃より市役所では、福祉や健康、教育、子育て、まちづくりなど多岐にわたる様々な施策を行う中で、

SDGｓを意識した業務展開を行っています。その中で現在進めている「新庁舎整備」においては、計画段階か

ら建設時、さらには完成後の運用段階で、SDGｓの項目を達成できる事業であると考えています。ここでは、

新庁舎整備を通して達成できる内容のイメージを示しています。

SDGｓの項目

新庁舎建設とSDGｓ
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【ゴール８】
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の
完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい
雇用(ディーセント・ワーク)を促進する

◇職員の業務効率が上が
り、働きがいのある執務環
境や、将来の組織や働き方
の変化に柔軟な環境を整え
ていく

【ゴール９】
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進
を図る

◇質が高く、時代の変化や
災害にも耐えうる庁舎構造
としていく

【ゴール10】
各国内及び各国間の不平等を是正する

◇年齢・性別・障害の
有無・国籍などを問わ
ず、平等の拡大を推進
する

【ゴール11】
 包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能
な都市及び人間居住を実現する

◇災害に対して強靭である
とともに、持続可能な建造
物としていく

【ゴール12】
 持続可能な生産消費形態を確保する

◇廃棄物の発生防止、削
減、再生利用及び再利用を
推進していく

【ゴール13 】
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を
講じる

◇気候関連災害や自然災害
に対する適応能力が高い庁
舎とする

【ゴール14】
 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全
し、持続可能な形で利用する

◇霞ケ浦・北浦に挟ま
れた市として、河川の
汚染防止に資する取り
組み・啓発を行う

【ゴール15】
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに
土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻
止する

◇庁舎建設に木材を活用を
検討し、森林の持続可能性
を高める

【ゴール16】
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進
し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あ
らゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂
的な制度を構築する

◇行政情報へのアクセ
スを容易にし、市民参
加型の政策形成を確保
する
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【ゴール17】
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを活性化する

◇政策協調などを通じ
て、自治体間のパート
ナーシップを活性化す
る
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２ 市民会議からの質疑・意見とその回答 
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第6回行方市庁舎建設市民会議　質問及び意見

項目 全体 回答

・地域医療センターと共用

で使用できるのか。

・なめがた地域医療センターは、入院患者の受入を制限する

など、病院機能の一部が縮小されていますが、病院は運営し

ておりますので、共有するためには病院との協議が必要にな

ります。

・協議が成立し共有する場合には、施設の用途を変更し、庁

舎として改修することができれば共有することはできます。

建物の用途を変更するためには、建築基準法などの許可が必

要になります。

・医療センターが再生され

た場合、雨水、排水の共有

が可能か。

・病院の用途に整備された雨水、排水を、庁舎の用途と共有

するためには、専門的な調査が必要になりますが、仮に共有

できたとしても空き容量がないことには共有することができ

ません。

・現在病院機能の一部を縮小している医療センターが、全て

の機能を復活させて運営した場合は、共有することは難しい

と考えます。

・新庁舎のことばかり話し

合いをしているが、北浦庁

舎と玉造庁舎をリフォーム

した場合、どのくらいの費

用が必要なのか。

・資料④の「新庁舎建設による財政効果」は、現庁舎を耐震

補強して維持した場合のシミュレーションを提示していま

す。2つの庁舎とも耐震診断をしていないため、どの程度耐震

補強すればよいか分からないので、概算費用によるシミュ

レーションになっています。

・最大整備費用合計につい

て、コスト評価5位の麻生

地区一丁窪交差点周辺は、

記入されている金額を合計

すると、約2億2700万～5億

1200万円になると思うが、

どのような積算方法なの

か。

・麻生一丁窪交差点周辺は、エリアを広く考えて検証してい

ます。セイミヤモール麻生店周辺と、下水道が整備されてい

る行方警察署周辺でコストを積算しています。

・記入した数値の最小と最大を単純に足しているわけではな

く、セイミヤモール麻生店周辺が2億8550万円、行方警察署周

辺が4億1200万円と積算しています。

・最大整備費用合計に下水

道整備費用合計を除く理由

を教えて欲しい。下水道接

続の可能性なしの候補地に

ついて、庁舎建設は難しい

のではないか。

・資料①のコスト検証は、新庁舎を建設した場合の用地にか

かるコストを計算したものです。現時点で庁舎建設時に各候

補地まで下水道整備を行うことは難しいことが分かっている

ため、建設当初は合併浄化槽の設置を条件とし、より実際の

建設状況に近い試算としています。

・上記のことから、下水道が整備されていない候補地には、

合併浄化槽の整備費用が上乗せされています。

・下水道整備に関しては、定性的評価や実態に基づく評価の

中で評価してます。

・新庁舎の規模やコストを

抑えた場合、特例債を他の

事業に回せるのか。

・合併特例債は、活用できる事業と期間（令和7年度まで）が

決まっていますが、新庁舎建設でコストを抑えることができ

れば、他の事業に活用することは可能です。

◆資料①

(1)コスト

検証

【第6回市

民会議の質

問】
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項目 全体 回答

・感染症対策とは具体的に

どの様な対策でしょうか。

・懸念される事項内の「感染症対策が必要」の記載は、現在

新型コロナウィルスの感染拡大が広がる中、医療機関として

の病院の一部を活用することにおいて、避けては通れない課

題との認識から記載しています。

・病院のどの部分をどのように活用するかによって、具体的

な対策方法や範囲も変わりますが、出入口や動線の差別化や

共有部分の利用に関する取り決めが必要となります。

・「病院」という施設特徴からも、感染症が流行した場合で

も、病院と庁舎のお互いが十分に機能が発揮出来る施設であ

ることが必要と考えます。

・地域医療センター周辺の

基本情報地区の欄で、小幡

地区周辺と記載があります

が、放流先整備は中池等と

されており、小幡地区に新

設であれば流末は山田川に

なると思うが、その場合は

想定費用がもっと高くなる

のではないか。小幡地区へ

の新設が望ましいと考えま

す。

・今回のコスト検証では、放流の可能性がある場所までの最

短の距離で積算しています。

・建設用地を決める際は、用地をきちんと確保することがで

き、コストを抑えることができる場所を選定していきたいと

考えます。

・医療センター周辺は地理

的な中心地であり、行方市

が将来的に市単独で経済、

行政活動を考えるのであれ

ば、開発も選択肢と考えら

れる。但し、長期的な開発

計画が必要である。将来、

人口減少、税収減少等の中

で、市の維持、発展を望む

のであれば、庁舎の位置

は、地理的中心ではなく、

人口、経済、行政の中心に

位置すべきであると思うが

いかがか。

・庁舎の位置については、どの候補地もメリットとデメリッ

トが考えられます。会議資料の定性的評価、定量的評価、コ

スト評価に基づいて、議会、市民会議、庁内の意見等を踏ま

えて選定していきます。

・庁舎建設基本構想の『庁舎とまちづくりのビジョン』で記

載していますが、新庁舎を建設するだけでなく、新しいまち

づくりをしていく必要があると考えます。

・新庁舎を中心としたまちづくりの中核となる拠点化、３つ

の現庁舎跡地を中心に地域の特色を生かした拠点化を図って

いきたいと考えます。

・将来的に基点となる地域

への建設が理想であると考

える。市民会議での意見、

定量、定性的な評価を一般

市民の皆さんに理解できる

ようにならなければならな

い。さらに分かりやすい方

法での広報をお願いする。

・基本計画（案）が完成しましたら、市民説明会を開催し市

民の皆様への周知を図っていきます。ご質問のとおり、市民

の皆様のご理解を得られるような分かりやすい資料を作成

し、周知徹底を図っていきます。

コスト検証

【第6回市

民会議の意

見】
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項目 全体 回答

・庁舎の建設には市の各地

区の公平性を維持するため

に中央部周辺が望ましい。

よって、地域医療センター

周辺が良いと思う。

・麻生地区一丁窪交差点周

辺については、渋滞の恐

れ、冠水被害の発生、用地

交渉難であり、最終的に

は、下水道整備費用が多額

となっても、地域医療セン

ター周辺がベストだと思わ

れる。

・ご意見は、用地を選定する際に、参考にさせていただきま

す。

・総合評価で一番良好なポ

イントを上げている『医療

センター周辺』ですが、先

般、店員の打診をしたとこ

ろ、「（縮小する方向なの

で）新規患者は引き受けな

い」との冷たい回答であっ

た。来期以来、２、３度目

の縮小で、ベッド数も医師

も減ってしまうと「セン

ター」から「診療所」にな

りかねないと危惧してい

る。早めに「なめ総」側と

移転に関する相談を開始し

てはどうか。「なめ総」も

確か築２５年は過ぎている

と思うので、相談にのって

もらえるとおもう。

・市民福祉部を中心に、地域医療のあり方について協議して

おります。

・建設用地周辺に空いている施設があった場合は、公的不動

産の有効活用の視点から、積極的に活用の検討をしていきた

いと考えます。

・建設地が「医療センター周辺」に決まりましたら、病院の

活用可能性を調査していきたいと考えます。

・市有地に建てるのも自由

が利いて有利だと思うこと

があったが、防災の拠点と

しては、５つの候補地の中

でも「病院」が最強だと感

じた。地理的にも旧三町が

隣接するというのも、一番

多くの方が納得する場所だ

と思った。

・新庁舎を建設する上では、防災拠点の機能は必要であり、

地盤が強く浸水などによる水害が起きにくい土地であること

が望ましいです。

・ご意見は、用地を選定する際に、参考にさせていただきま

す。
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項目 全体 回答

・いくら候補地が上がって

きても、土地の買収ができ

なくては意味がない。「医

療センター周辺」と「麻生

地区一丁窪交差点周辺」の

2箇所を、”周辺”ではな

くして、土地の買収の可能

性を探ってはどうか。現地

見学の必要性があると思わ

れる。コスト評価は確かに

地域医療センターが良い

が、10年先、20年先の市の

将来を考える必要があると

思う。中心地でも良いが、

麻生地区一丁窪交差点周辺

をもう一度検証すべきだと

思う。

・ご意見は、用地を選定する際に、参考にさせていただきま

す。

・感染予防上の見地から、

病院施設を共有することは

反対する。

・ご質問にもありましたとおり、病院を活用する場合には、

感染予防対策講じる必要があります。

・ご意見は、用地を選定する際に、参考にさせていただきま

す。

・資料がみやすくて良かっ

た。

・今後も読みやすく理解しやすい資料作成を心掛けていきま

す。

・コストとともに、立地の

必要性を理解出来たら良い

かと思う。

・市民の皆様のご理解を得られるような分かりやすい資料を

作成し、周知徹底を図っていきます。

・庁舎建設の最優先課題は

コストであると思うが、少

子高齢化が想像以上のス

ピードで進んでいるが、庁

舎建設で市の中心部に商店

街や各種事務所、流通セン

ター等を誘致することで人

口減少のストップに貢献で

きると思う。

・新庁舎を整備することが、市の重要課題であります、人口

減少、少子高齢化を解決する一つの手法になると考えます。

（コンパクトなまちづくりや市民サービスの向上など）

・新庁舎を整備することで、新たなまちづくりを誘導する大

きな動機づけとなり、将来的な周辺整備、現庁舎跡地の地域

拠点整備を含めて、地域経済の活性化にも寄与する重要な事

業だと考えます。

・『懸念される事項』の検

証は、もっと大局的観点か

ら判断して欲しい。

・ご意見は、用地を選定する際に、参考にさせていただきま

す。

・コストの幅がだいぶある

ので、いかに安く建てられ

るか、地元の建設業者の協

力とか頼れるものは使うべ

きである。なぜなら市民の

思いが詰まるからである。

・新庁舎を整備することで、新たなまちづくりを誘導する大

きな動機づけとなり、将来的な周辺整備、現庁舎跡地の地域

拠点整備を含めて、地域経済の活性化にも寄与する重要な事

業だと考えており、地元の事業者様からの協力がないと進め

ることができない事業だと考えております。

・地域の企業も参加することができる仕組みを検討していき

ます。
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項目 全体 回答

・どこに建設しても課題が

あるので、多くの人の意見

に耳を傾けて適切な判断を

下してほしい。

・今年度中に、新庁舎の建設候補地、導入する機能、規模、

費用などを記載した基本計画（案）を作成します。この基本

計画（案）について、パブリックコメントや市民説明会など

により、市民の皆様の意見を幅広く聞かせていただき、その

意見をもとに基本計画を決定していきたいと考えます。

・建設地がどこに決まって

も、距離的な不便さを感じ

る市民がいるので、既存の

公共施設内に出張所のよう

なものを整備して欲しい。

・３つの現庁舎跡地には、それぞれの地域の特性を生かした

地域拠点を整備していきますので、その一部に市民サービス

を提供する出張所機能を整備していく予定です。出張所機能

を整備する場所については、市民の利便性や周辺施設の活用

状況などを検証して決めていきたいと考えます。

・全ての市民が、理解され

納得される建設地を選定す

ることは難しい。建設候補

地の選定は、議会と庁内の

会議で、より丁寧な協議を

重ね、市民にきちんと説明

責任を果たすことができる

建設地の確定をお願いした

い。

・せっかくの評価結果なの

で、数値を見える化する

と、視覚的に納得できるよ

うになり、それができるの

は「レーダーチャート」だ

と思われる。

・建設候補地の選定につきましては、市民の皆様にご理解し

ていただくために、定性的な評価、実態に基づく定量的な評

価、及びコストによる評価を行いましたので、評価結果を分

かりやすく説明していきたいと考えます。ご意見にあります

「レーダーチャート」につきましても、数値化された項目は

有効的だと考えます。

・将来的には、新庁舎が行

政機関の中核拠点となるこ

とを目指す。市役所、県出

先機関、国出先機関、市商

工会、JA等の集約化ができ

るか協議する必要がある。

・まずは、市の公共施設の再編を進めるべきだと考えます。

新庁舎を中心とした中核拠点にどのような機能が必要か、３

つの現庁舎跡地を中心とした地域の拠点にどのような機能が

必要かを基本計画の中で整理し、市の公共施設の再編を進め

ていきたいと考えます。

・市の公共施設の再編を進めるうえで、ご意見であります団

体の現状を確認しながら協議を進めていきたいと考えます。

・ハザードマップでリスク

大の地区は、風光明媚なと

ころが多い。居住も、水運

で発展した時代や、農業で

の米作りが高収入を得られ

た時代に住みついたのが現

在の姿である。従って、選

出基準の条件項目は、時代

の要求で優先順位が変わ

る。

・ご意見のとおり、歴史的に見るとまちの拠点は変わってい

くことから、歴史的な背景に拘らずに、行方市が置かれてい

る社会的環境や経済状況を鑑みて、これからのまちづくりを

進めていきたいと考えます。

（第4回市

民会議の意

見）
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項目 全体 回答

・行方消防署の位置は、行

方市の地理的中心地にある

が、後から麻生、玉造の2

出張所が増設され、全体的

に見るとバランスが悪く、

出動態勢上不適切な位置に

ある。行方消防署は、もっ

と北浦地区側への移転が必

要である。消防庁舎は、建

設以来45年経過しているの

で、消防署の建替えの計画

を見据えた庁舎建設が必要

である。

・行方消防署の移転は、具体化されていませんので、消防署

の建替えを見据えて庁舎を建設することは難しい状況です。

消防署の建替え計画が具体化した場合は、本市の新庁舎整備

と合わせていくことができるか検討していきます。
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項目 全体 回答

・ユニバーサルレイアウト

を検討とのことであるが、

現庁舎でも配置替えしてで

きる部署はあるのではない

でしょうか。モデル的試行

をしてみてはいかがか。

・ユニバーサルレイアウトに対応できるように、整理整頓を

始めていかなければなりません。

・現庁舎におけるモデル的試行を行う前に、5S活動を継続的

に行うことができるように職員の意識改革を進め、個人、組

織の仕事の見直し、5S活動を組織的に行っていきたいと考え

ます。

・職員が納得した機能であ

れば、自信をもってお客様

をお迎えすることができる

のではないか。

・職員の意識を変え、働きやすい環境を整備していくこと

が、市民サービスの向上にもつながることだと考えます。

・電子化、コスト削減、テ

レワークが可能になった場

合、後々、旧三町に残した

施設でも、ある程度市役所

窓口の対応ができるように

なるのか。

・3つの庁舎は、旧町からの地域の拠点であり、行政機能は新

庁舎に集約したとしても、地域の実情にあった跡地利用を考

えます。

・現在の庁舎にある総合窓口ではなく、市民サービスを提供

する出張所を整備していきたいと考えており、具体的な業務

内容については検討中です。

・新庁舎建設によって、職

員の一体感と集積効果が強

く発揮できると考えられ

る。

・新庁舎を整備することで、ご意見のような効果が発揮でき

ると考えております。ご意見の内容を基本計画に反映してい

きたいと考えます。

・適材適所の配置が必要で

ある。不適切な人の配置は

迷惑になる。

・組織の事業計画を達成するためには、適切な人員配置が必

要であり、職員のポテンシャルや適正、経験などを踏まえて

適材適所を実現していくことが重要だと考えております。職

員の新たな能力開発、スキル習得のため、職員一人一人に

合った人材育成を行っています。

・ユニバーサルレイアウト

の採用は、withコロナの将

来を考えた場合、三密回避

に効果的であり良いと思

う。

・ユニバーサルレイアウトは、ご意見のような副次的効果を

発揮できると考えます。

・職員が働きやすい環境に

すること。明るい室内、広

いスペースなど。

・職員が働きやすく効率的な業務を行うことができるように

なることが、市民サービスの向上にもつながることだと考え

ます。

・『高い執務環境のある機

能』、『防災拠点にふさわ

しい機能』、『経済的でか

つ生産性のある機能』、

『省エネ・省資源に対応し

た機能』、『市民が利用し

やすい、質の高いサービス

を提供する機能』が必要で

ある。

・ご意見を要約し、基本計画に反映していきたいと考えま

す。

・ご意見は今後5Ｓ活動を進めていく上で参考とさせていただ

きます。

◆資料②

(2)執務機

能

【第6回市

民会議の質

問】

執務機能

【第6回市

民会議の意

見】
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項目 全体 回答

・個々の仕事のやり方を統

一したり、資料やデータの

共有化、デジタル化をかな

り進めないと実現しないの

ではないか。今の仕事をし

ながら、開庁へ向けた研修

をするのは大変なことだ

が、最後は”人”が大切で

ある。

・「入れ物」が変わっても

「中身」が変わらなければ

移転する意味が半減する。

職員の意識向上には、「勉

強会」が必要ではないか。

定期的に行使を迎え刺激し

て勉強して欲しい。

・役職席がなくなること

で、平等感が生まれ、働き

やすくなるのではないか。

執務室のオープンスペース

の対応もしやすくなると思

う。

・５S、カイゼン（トヨタ

方式）、ISO活動につい

て：民間企業では、20～30

年前から活動に取り組んで

いる。特に、５S活動は、

今では職場から言葉も消え

たようである。５S活動は

トップダウンでの実行が必

要である。

・市民が利用する60％は、

「住民票」等の取得だとす

るデータがある。コンビニ

で充分取得できるスタイル

→マイナンバーカード取得

100％は可能である。ぜ

ひ、市の運営の柱として推

進して欲しい。市役所に行

かない、紙（申請用紙）に

書かない、待たせない市役

所にする。
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項目 全体 回答

・ユニバーサルレイアウト

の配置は良いが、執務の

オープンスペースは改善さ

れたい。

・現庁舎では、執務室内に作業スペースや打合せスペースが

なく、来客用のカウンターや相談スペース、作業や打合せの

ために会議室を使っているような状況であります。このよう

な状況を改善するために、執務室内に作業や職員同士の打合

せをする共有スペースを設けていきたいと考えます。

・「市民の利便性」とは何

か、統一した共通認識が必

要

・「市民の利便性」とは、来庁しなくても受けられる市民

サービスを増やすこと、来庁される方が、窓口で迷わない、

窓口で書かない、窓口で待たないようにすること、公共交通

により誰でも来庁できるようにすることだと考えます。

・庁舎が集約されることで

旧三町の情報が集めやす

く、素早い周知と行動に移

せる

・ご意見のとおり、庁舎機能を集約することにより、災害時

などに迅速かつ確実な指揮命令や情報収集を可能にします。

・専門化してきた部門や部

署の職員をゼネラリスト化

し、Ai化を駆使できるよう

にする

・一市民目線で現在の行政

サービスを見たとき、物理

的に拠点と窓口は多い方が

良いわけで、コンシェル

ジュの様な役目をAIに依存

し等しく平等な対応をさ

せ、行政マンのスペシャリ

スト化では無く、ゼネラリ

スト化を図り（IT化できる

業務はPCで）人が動かない

と出来ない仕事を創造して

低成長時代に向けた雇用の

創出を図ることが、これか

らの地方行政に求められて

いると思う。

・非常災害時等の危機管理

面の機能は庁舎本体の建設

とは別に計画する

・災害時に対応する計画として、市では、「行方市国土強靭

化計画」、「地域防災計画」、「業務継続計画」を策定し運

用しています。

・執務室内の整理整頓、仕

分け(廃棄・保存)が不十

分。文書電子化も必要

(基本構想

の意見）

・市民ニーズが多様化する中では、現場を広く見まわして、

オールマイティに活躍できる職員が必要です。ひとつの分野

に特化して知識やスキルを身に付けるのではなく、幅広い知

見と多面的な視野で現場を統括できるゼネラリストは、これ

から新しいまちづくりをしていく中で、職員に求められる人

材だと考えます。

・ひとつの分野に特化して知識やスキルを身に付けるスペ

シャリストは、民間やICT技術に頼ることになると考えます。

・ご意見は今後5Ｓ活動を進めていく上で参考とさせていただ

きます。
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項目 全体 回答

・職員の意識改革や行政

サービス業務の無駄無理等

の問題点のクローズアップ

と、それに対する改善策が

日々行われ、必要最小限の

マンパワーがどの程度で危

機管理要員をどの程度見込

んでいるのかを明確にする

・市役所の開所時間につい

て、職員は時差出勤して夜

間（20時か21時まで）でも

窓口が開いていると市民

サービスの向上につなが

る。

・ご意見は、窓口及び人事を担当する部署と情報共有をして

いきます。

・新庁舎建設プロジェクト

は、将来に先送りしてはい

けないものであり、スケ

ジュールを遵守して、市民

サービスの向上と働く職員

の意識向上で活気に溢れた

庁舎建設を成功させたい。

・ご意見は基本計画に反映し、新庁舎整備を進めていきたい

と考えます。

◇『職員の意識改革』は、

第一に「あるべき姿」を共

通理解する。その道筋を現

実的に確立する過程で、意

識も、働き方も、使う道具

（ツール）も、必然的に変

わってくる。達成すべき目

標が明確に決まれば、工夫

する実力を職員は持ってい

ると考える。

◇『業務の棚卸し』の評価

視点：①『無くせない

か』、②『減らせない

か』、③『置き換えられな

いか』、④『数（頻度）を

減らせないか』、⑤『時間

を減らせないか』、⑥『本

当に必要か』、⑦『役に

立っているか』、⑧『価値

のある仕事か』の視点が重

要である。

(第4回市民

会議の意

見)

・ご意見は今後5Ｓ活動を進めていく上で参考とさせていただ

きます。
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項目 全体 回答

・現在、新型コロナで税収

の落ち込みは想像を超える

のではと心配している。合

併特例債40億円は借金にな

ると思うが、新型コロナに

よる税収の落ち込みをカ

バーできるのか心配であ

る。

・新型コロナウイルスによる税収の落ち込みを想定した予算

編成を行っていますが、今後の新感染症のリスクなどを考え

ると、予断を許さない状況です。

・ご質問のとおり、合併特例債は、国の支援措置のある有利

なものであるとはいえ、借金であることは間違いないので、

40億円借りられるから全て借りてしまおうとは考えておりま

せん。

・新庁舎のコストを抑えることにより、借金も抑えることが

でき、他の老朽化した施設などに余った合併特例債を活用す

ることもできると考えます。

・将来負担比率の早期健全

化基準が350％であること

が分からない。

・早期健全化基準は、自治体が財政破綻に陥らないよう早期

に改善を図ることができるように、国が定めた基準です。

・基準を下回っていたとしても、比率が大幅に上昇するよう

な場合は、早期に歳出歳入とも見直していく必要がありま

す。

・財政計画書はよくわから

ないが、新庁舎建設によ

り、償却費金利負担、その

他の増加経費は発生するの

ではないか。

・今回ご提示した財政計画書は、仮に新庁舎建設で43億円か

かったとしても、本市の財政は厳しいながらも安定した運営

ができることを示しています。

・この43億円は、最大の数値だと考えており、43億円より高

くなることはないと考えています。

・新庁舎整備でランニングコストを無視した意匠や設備、シ

ステムを導入したり、他の事業や公共施設の建設を実施した

りしなければ、増加経費が発生することはないと考えていま

す。43億円を少しでも下回るように、引き続きイニシャルコ

ストを最小限に抑える方法を考えていきます。

・しかしながら、今回の新型コロナウイルスのような予測し

えないことが起こり財政出動が必要になる場合もあることか

ら、そのような時も安定した財政運営ができるように基金を

積み立てておく必要があると考えています。

・コロナ等の影響で歳入が

見込み通りにいかないこと

も考えられるので、心配で

ある。ある程度考慮した上

でのグラフになっているの

か。

・現状想定される範囲で、将来の推移を加味した数値を反映

したグラフになっていますが、今後どのように社会情勢が変

化していくのか予測が難しいので、どのような状況になって

も対応できるような柔軟な財政運営を心掛けていきます。

◆資料③

(3)財政計

画

【第6回市

民会議の質

問】
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項目 全体 回答

・財政調整基金の７億から

10億円という金額は、安心

できないが安心できる説明

が欲しい。

・財政調整基金の目的と、

基金積立額の関係につい

て、説明が欲しい。庁舎建

設も考えながら、財調基金

を積み増すことはできない

のか。できないとすれば、

それに代わる経費削減はで

きないか。

・財政調整基金は、災害などにより財源が必要となった時に

安定した財政運営をするための基金です。本市の財政規模か

らすると10億円から15億円あることが望ましいと考えます。

・東日本大震災や今回の新型コロナウイルスなどへの対応に

は、ある程度国の支援があるため、市の財源に頼らなくても

財政運営することができています。

・国の支援を受ける場合には、国の意向に沿った施策になっ

てしまい、市のオリジナルの施策を展開することができない

ことから、市として独自に活用できる財源として15億円の基

金積み立てを目指しています。その為にも、新庁舎整備コス

ト削減、新庁舎を建設することによる固定費の削減を図って

いきます。

・本庁舎に業務を集約して

も、総合窓口を各支所にお

いた場合、人件費、その他

の一般経費の発生があり、

削減見込み額はもっと少な

いのではないか。検証が必

要である。よって、削減経

費の更なる上積みが必要で

ある。（人口減少による減

収、福祉予算の増加など、

歳出が増加する要因もあ

る）

・ご質問のとおり、今の3庁舎にある総合窓口をそのまま3地

区に残した場合には、経費が増えてしまうと考えております

ので、そのまま残すことは想定しておりません。取り扱う業

務については、検討をしてます。

・また、マイナンバーカードの利用などにより、市民が市役

所に来庁しなくてもよいサービスの提供なども考えます。

・地方交付税は減らないの

か。来年度の臨時財政対策

債の償還費は、地方交付税

で賄うだろうが、実質的に

他の歳出に対して充当でき

る地方交付税の減額になら

ないのか。

・普通交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、

どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供できるよ

う国が財源を保障する制度です。財源不足を補う制度である

ため、市の歳入歳出の状況により、普通交付税は増減しま

す。

・臨時財政対策債は、国から地方自治体に交付する地方交付

税の原資が足りないため、不足分の一部を地方自治体で借り

入れし、元利償還金相当額を後年度の普通交付税によって措

置する制度となっています。

・本市の財政状況では臨時財政対策債に頼らざるを得ない状

況ですので、単なる赤字補填ではなく投資的に経費に充てる

ように臨時財政対策債を活用しています。

・長期にわたる債務負担行

為もある中、経常収支比率

を下げることが将来の負担

を下げると思う。

・ご質問のとおり、新庁舎を建設することで、人件費や維持

管理費の固定費の削減、公共施設の統廃合を進め、経常収支

比率を下げる取組をしていきます。
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項目 全体 回答

・参考資料に目を通して

も、行方市の財政運営が中

央（国）指導の範囲にある

ので問題がないとのことを

説明したいと思える資料の

みの添付ではないでしょう

か。

・地方債の起債に関して

も、同様に「健全な財政運

営しているのでご安心くだ

さい」的な内容になってい

て不安を感じています。

・大規模な事業を計画し行

うのは良いですが、その総

額の殆どが合併特例債によ

る借入に依存しているのは

如何かと思います。

・新庁舎整備は、大規模な事業であると同時に、これからの

まちづくりや行政運営の手法も大きく変わることから、財政

計画を策定し、事業実施の可能性を検証しています。安定し

た財政運営ができなくなるような事業計画では実施すること

はできません。財政運営の指標として国の基準を参照として

います。最低限、国の基準を満たす必要があり、市民の皆様

に安心してもらうためには、もっとコストの削減を図り、基

金（特に財政調整基金）の増額を図る必要があります。

・合併特例債は、新庁舎を整備するうえで最も有利で本市の

財政を悪化させない財源であるため、優先的に活用を考えて

いますが、他の事業でも活用することは可能であるため、他

の財源を全く考えていないわけではございません。

・前述のとおり、合併特例債は、国の支援措置のある有利な

ものであるとはいえ、借金であることは間違いないので、40

億円借りられるからと言って、全て借りてしまおうとは考え

ておりません。

・合併特例債以外にも、市にとって有利な財源があった場合

は積極的に活用を検討していきます。

・第一に、今回の総事業が

総て完成した時点での行方

市内の総人口と生産年齢人

口の推移及びそれらの税収

見込みの推移等のシミュ

レーションは出来ているの

でしょうか。

・税収見込みについては、2015年に作成した人口ビジョンを

もとにシミュレーションを行っていますが、5年が経過してお

り、今年度総合戦略書の見直しを機に、人口ビジョンの見直

しも行っています。新しい人口ビジョンができましたら、シ

ミュレーションも見直していきます。

・地方債を起債しても大規

模事業になると、中央にお

金が回り、地元の活性化に

つながらないのではと思い

ますが如何でしょうか。

・本市において、新庁舎を整備するほどの大規模な事業は、

今後実施する可能性が少ないことから、基本構想にも記載し

ましたが、地域経済が循環する仕組みを構築していく必要が

あります。地域の企業が積極的に参加できるような仕組みを

検討していきます。

・数字のみで心配すること

がないようにしていきた

い。

・新庁舎になることを機会

に、事務効率化による人件

費の削減と、施設の維持管

理費の削減に注力して、財

政規模を圧縮していく必要

があると思う。

・ご意見を要約し、基本計画に反映していきたいと考えま

す。

財政計画

【第6回市

民会議の意

見】
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項目 全体 回答

・財政計画は時期により、

経済環境や社会環境により

変化することがある。そこ

で、様々な計画案の設定も

考えていくことが望まし

い。そういった点につい

て、事前に複数の計画案を

保持していくべきかと考え

る。

・今回ご提示した財政計画は、新庁舎整備に合わせた令和15

年までの長期の財政計画でありますが、毎年度、当初予算に

合わせて中期財政見通しを作成し公開しております。

・今後、経済や社会環境の変化に柔軟に対応できるように、

効率的でコンパクトな行政運営ができる新庁舎を整備してい

きたいと考えます。

・合併による余剰用地の有

効活用、転売先の確保等に

も力を入れて欲しい。多く

の企業や農業を含めた個人

企業等の多くが苦しんでい

る。高額での転売は大変難

しい状況で企業を誘致する

には、定額でもその後の税

収を見込んでの対処が必要

かと思う。武田小学校のよ

うに、『倉川製作所』のよ

うな会社が名乗りを上げて

欲しい。

・財政健全化のために、未活用の市有地の有効活用、売却等

の適正かつ迅速な取組みを行っていきます。

・新庁舎をつくるのには、

財政が厳しい中で建設する

わけであるから、プレハブ

建てで、15億円位の予算で

やるべきである。プレハブ

建てでも、30～35年は大丈

夫である。

・新庁舎は、防災拠点として、耐震性能を有する建物である

必要があります。工法は、費用対効果を検証したうえで、決

めていきたいと考えます。

※プレハブ工法…従来の建築方法に比べてより多くの部分に

「プレファブリケーション」という手法を適用してつくられ

た建築のことをいいます。 あらかじめ部材を工場で生産・加

工し、建築現場で加工を行わず組み立てる工法が適用された

建築物の総称で、大きく３種類（プレファブ住宅・プレキャ

ストコンクリート建築・規格建築

）に分類されます。

・ご意見を参考に建設にはプレハブ工法についても検討して

いきます。
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項目 全体 回答

・庁舎建設、コロナ対策、

社会保障関係経費による支

出増加はやむを得ないもの

と考える。

・計画通りになれば良いと

思う。この年次計画にそっ

た、市の運営を堅持してい

くことが、建設の大前提で

ある。

・細かく調べられていて、

財政計画に問題がないこと

が分かった。

・専門家でないので詳しく

は言えないが、実際数値を

出されて説明されると安心

できる。

・市民の皆様にも、市の財政状況について分かりやすく説明

していきます。

・今回のコロナ禍も思いも

寄らぬ災禍でしたが、国力

を傾け（財政主動は大きい

が実質赤字国債の発行とい

う借金）、各個人に１０万

円を届けるような対策まで

とっている。この現状があ

と数年間続いたらと想像す

ると皆さんもゾッとすると

思う。現状の地方債「合併

特例債」をカットする、と

いうことも起きるかもしれ

ないと、最悪の事態を考え

ても良い時期である。だか

らこそ、もう少しスピード

感を持って、行政運営（議

会も含む）を進めてもらい

たい。

・ご意見のとおり、スピード感を持った行政運営を図ってい

きたいと考えます。
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項目 全体 回答

・高止まりしている人件費

というのが気になる。自分

も経営者として毎年懇親さ

れる最低賃金での人件費に

悩まされている。市庁舎

は、幅広い年齢層の方がい

る場所なので、高齢の市民

に対応できる又は新人職員

の指導係的に年配の職員も

必要だと思う。残業をでき

るだけ減らして窓口対応で

きる人員を増やすのが大事

なのではないかと思う。

（役職者も率先して窓口に

立てば良いかと思う）

・ご意見を要約し、基本計画に反映していきたいと考えま

す。
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項目 全体 回答

・近隣での合併市町では、

合併特例債を活用し市庁舎

の建設を行うところは少な

いようだが、更なる合併

（行方市＆潮来市）はない

のか。

・現時点において、更なる合併は全く考えておりません。

・総合戦略に掲げる『市民が笑顔で住み続けたいまち』を目

標に、持続可能な自立したまちづくりを進めていく必要があ

ります。

・庁舎を統合するために合併特例債を活用することは、有意

義な活用方法の一つだと考えており、本市においては合併時

から最優先で活用することになっております。

・R3～22の差額で約36億円

の財政効果となるようであ

るが、R22年になると行方

市の人口が約2万人位に

なってしまうと思われる。

どう考えているのか。

・本市では、2015年に策定した人口ビジョンで想定した人口

推移より人口の減少は進んでおり、このまま何も対策をせず

にいた場合は、ご質問のとおり人口減少は進んでしまうと考

えます。

・全国的に見ても、人口が減っている中で、本市が人口を増

やすことは難しいと考えており、人口減少を見据えた事業展

開を常に検討しております。庁舎を含む公共施設の統廃合を

進めることも、人口減少を見据えた事業展開の一つです。

・人口減少の下げ幅を改善していくこと、市民の皆様が安心

して住み続けられるようにすることが重要であり、そのため

の政策を今年度見直しを行っている総合戦略で検討してま

す。

・公用車経費の削減の項

で、台数の削減とあるが、

当然車種も検討していくの

でしょうが、CO2削減のた

め、水素自動車や電気自動

車の導入は考えているの

か。・新庁舎に充電ｽﾍﾟｰｽ

等も考えなければならない

のではないか。

・ご質問のとおり、CO2削減のためには水素自動車や電気自動

車を導入することも有効的な手段の一つだと考えておりま

す。また、電気自動車は、蓄電機能もあることから、災害時

の電源としても活用できると考えます。

・蓄電機能を携えたハイブリット車両は導入していることか

ら、今後の公用車の入れ替え時には電気自動車も検討してい

きます。

・期待するほどの大差では

なく残念に思うが、新庁舎

は国の基準を満たした規模

でないと駄目なのか。

・国の基準で建設する必要性は全くありません。今回の試算

は、新庁舎に導入する機能が決まっていないので、国の基準

を参考に試算しましたが、国基準の規模で新庁舎を建設する

つもりはありません。市民会議や市議会の意見を参考にし

て、庁内で新庁舎に必要な機能を議論し、本市独自の新庁舎

の規模を算出しております。

・新庁舎の建設コストを削減すること、新庁舎建設により固

定費の削減をもっと進めることができれば、財政効果はさら

に高くなると考えます。

・このシミュレーション通

りにうまくいくと考えてい

ますか。

・合併の目的はここに合っ

たのではないか。本当にそ

の効果を新たなまちづくり

にまわせるのか。

・職員が一丸となって取り組むことにより、シミュレーショ

ン通りの財政効果がうまれると考えます。

◆資料④

(4)財政効

果

【第6回市

民会議の質

問】
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項目 全体 回答

・特例債に頼っての財政再

建は、無理やりではないの

か。また、見込み違いにな

らないのか。

・新庁舎整備することは、施設を再編するだけでなく、組織

も見直され、職員の意識変革、仕事の仕方も変えることでき

ることから、究極の行政改革だとも言われています。本市で

も、新庁舎整備を機に、今まで進めることができなかった行

政改革に取り組んでいきたいと考えます。

・庁舎建設には多額の費用が必要となりますので、有利な財

源を活用した整備を検討していきます。

・R22年36億円の財政効果

は、人口の増減に相当影響

されると思われる。北海道

夕張市のように財政が破綻

することは無いのか。

・今回提示した財政効果は、新庁舎を整備した場合と旧庁舎

を維持した場合で、庁舎の整備費用、庁舎に係る維持管理

費、職員の人件費を比較したものであり、人口の増減は影響

しません。

・これから少なからず本市の人口は減少していくことから、

財政負担を軽減するためにも、行政の規模を小さくしていか

なければならなく、新庁舎を整備することで今３つの庁舎で

運営している行政の規模を小さくしていきたいと考えます。

・財政破たんをした夕張市は、資料②の将来負担比率が

440％、実質公債費比率が71％であり、本市が仮に43億円で新

庁舎を整備したとしても、財政破たんしないような財政計画

を策定しています。

・財政効果を含めて、多大

なる効果が期待できると思

う。常にコストだけでな

く、様々なコスト以外の効

果を示していただきたい。

・新型コロナの影響での歳

入歳出の減少が心配で、早

く予防接種を行ってマスク

を外して普通の生活に戻り

たい。

・庁舎にかかる維持管理費

等の削減効果からも新庁舎

建設の必要性が十分感じら

れる。

・新庁舎建設を進めるため

の裏付けとなる資料であ

る。

・資料を見る限り、素晴ら

しい財政効果だと感じる。

公用車も99台もあったこと

に驚いたが、巡回バスやデ

マンドタクシーを職員の移

動手段に使っても良いと

思った。

財政効果

【第6回市

民会議の意

見】

・ご意見は、これからの新庁舎整備や行政運営に反映してい

きたいと考えます。
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項目 全体 回答

・費用対効果から、そこに

は社会関係資本としてのあ

り方も新庁舎にあることを

明確に市民に理解できるよ

うにしてもらいたい。実際

にシミュレーション通りに

実行することが大切であ

る。

・建設から解体のことまで

考える「ライフサイクルコ

スト」の視点が重要。

・将来の人口減や少子高齢

化の加速も考慮し、規模や

メンテナンス費用を極力抑

えた計画。

・身の丈にあったコストは

どのくらいか必要不可欠な

最小限なコストを示す。

・高度成長期の中央集権時

代に設定されている敷地面

積や建設物の延床面積を参

考に計画を進めないほうが

良い。高度成長期の常識に

疑問を持ち、低成長時代の

システムを構築する。

・民間資本の活用、市民に

債券販売など、建設資金の

調達を工夫する

・合併特例債の活用を検討しておりますが、ご意見のような

資金調達方法も検討し、今回のプロジェクトに合った資金調

達方法を採用していきます。

・建物に関してはコストを

優先する必要があるが、バ

リアフリー関連に配慮する

ことが重要である。

・基本構想の基本方針で掲げた『市民の誰もが訪れやすく、

利用しやすい開かれた庁舎』に基づき、新庁舎ではバリアフ

リー・ユニバーサルデザインを導入していきたいと考えま

す。

・複合的な機能の整備は、

コスト面や費用対効果を十

分検証する。

・将来の移設や増設に柔軟

に対応できるような施設に

する。

（第4回市

民会議の意

見）

・ご意見は、基本計画に反映し、新庁舎整備を進めていきた

いと考えます。

(基本構想

の意見）

・基本構想の基本方針の一つに『経済合理性に優れた庁舎』

を掲げておりますが、建設費用だけでなく、維持管理費用を

抑えることで限られた財源を有効活用し、将来への負担軽減

を図っていきます。
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項目 全体 回答

・石岡市新庁舎で市役所に

用事がない人でも気軽に立

ち寄ることができる食堂

（カフェ）があったが、そ

のような機能は必要ない。

・地域医療センターを閉鎖

し、その施設を改装して新

庁舎にすることは反対す

る。地域医療センターは行

方市だけの中核病院でな

く、鹿行5市の中核病院で

あったことから、鹿行地区

の救急救命センター、総合

病院として復活が必要であ

る。

・市民福祉部を中心に、地域医療のあり方について協議して

おります。

・なめがた地域医療センターは、規模が縮小しているとはい

え、中核病院であることから、新庁舎を整備するために病院

を閉鎖するようなことは考えておりません。

・建設地がどこであったとしても、公的不動産の有効活用の

視点から、建設用地周辺に空いている施設があった場合は積

極的に活用の検討をしていきたいと考えます。

・建設地が「医療センター周辺」に決まりましたら、病院の

活用可能性を調査していきたいと考えます。
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項目 全体 回答

・木造平屋づくりで構成

し、拡張性をもたせた木の

ぬくもりがある新庁舎が望

ましい

・設備関係に関して、本質

的な省エネルギー設計にこ

だわる。

・庁舎の規模は、行方市の

身の丈に合ったコンパクト

な平屋または2階建くらい

（霞ヶ浦庁舎のようなも

の）がよい。

・庁舎建設で、木造建築の

伝承ができるか検証が必要

である。木造で建設された

北浦体育館は、メンテナン

スのコストが問題になって

いる。「ぬくもり」はコス

トと比較し、低コスト、機

能第一で判断すべきであ

る。

・市民の通信インフラの確

保に重点を置いた設備に加

え、庁舎内はIOTやAI等近

未来の変化を見据えたIT化

通信設備とデータ管理を考

慮した計画が必要

・新庁舎のデジタル化を進めるだけでなく、市全体のデジタ

ル化を進めていかなければならないと考えており、ご意見は

デジタル化の全体構想を考えるうえで反映させていただきま

す。

・業者選定時に技術、技

能、管理体制など、業務遂

行能力や経営状況を十分調

査して進める

・ご意見は、事業者を選定していくうえで、実施方針などに

反映していきます。

◆建物・設

備に関する

こと

(基本構想

の意見）

・ご意見は、新庁舎を整備するうえで参考にさせていただ

き、費用対効果が大きい構造や設備を採用していきたいと考

えます。
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項目 全体 回答

・地域社会の持続的発展

と、ずっと住み続けたい地

域としても中心にある庁舎

が望まれる

・コンパクトシティを実現

するにも、新たな地域創出

の中で新庁舎が求められる

・行方市の地域特性、地域

資源を最大限に生かしたま

ちづくりが必要

・総合戦略の３つの基本理

念を、まちづくりの考え方

の基本とする

・庁舎建設は将来において

正に必要な投資であり、市

民幸福のためにも望まれる

・類まれな安全、安心、教

育、医療、自然環境が優れ

ているとアピールできるま

ちづくりを、新庁舎を中心

として展開していきたい。

・障害のある方や高齢者、

行方市に転入してきた方達

が、不便を感じないような

『住みやすいまち』を実現

してく。

・コンビニエンスストアや

商業施設を誘致すること、

土地付きマイホーム用の分

譲地を整備して県外からと

Uターンの人向けに売り出

すことを検討する。

・「サードプレイス」の活

用として、会議等が主体で

なく、ミニコンサートの開

催、美術品コレクターの展

示、ミニ講演会の開催、趣

味の発表会、メニューはた

くさんある。

◆まちづく

りに関する

こと

(基本構想

の意見）

・市役所庁舎は市民サービスとまちづくりの拠点となること

から、新庁舎整備をするうえでは、長期的な視点で将来の行

方のまちのあるべき姿を見定めておく必要があると考えま

す。このことから、基本構想では、『庁舎とまちづくりのビ

ジョン』を掲げて、庁舎がまちづくりに果たす役割を示して

います。

・今年度、市の最上位計画である総合戦略書も改定しており

ますので、総合戦略書と整合性を図りながら新庁舎整備を進

めていきたいと考えます。

・ご提案いただいた機能は、新庁舎の周辺整備及び現庁舎跡

地周辺の地域拠点整備を進めるうえで参考にさせていただき

ます。

（第4回市

民会議の意

見）
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項目 全体 回答

・問題は交通である。市民

の皆さんが新庁舎に来庁さ

れるとき、車、公共交通、

次点者、タクシー、その他

の異種交通手段との関係も

明確にされたい。

・公共交通の再整備によ

り、広大なる市民の多くの

問題が解決できる

・市で計画している地域公共交通網計画と連携し、交通弱者

に対する支援を行っていきます。
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項目 全体 回答

・全世帯の災害を未然に防

ぐことは難しいが、起きて

しまった災害の時に安全な

庁舎で指示できる拠点が必

要

・災害時の避難場所や非常

時の備品庫を同計画地内に

確保する

・防災拠点として整備する

ためには、行方市の背骨付

近に建設する必要があり、

その場所であれば安全性・

機能を十分確保できる。

・リスクマネジメントか

ら、今の庁舎では市民の安

心安全を確保できない

・説明不足な点は、『新庁

舎の果たす防災拠点の役

割』である。第1の条件で

あったことが、新庁舎建設

と別の計画になってしまう

ことに違和感がある。防災

拠点として何を整備してい

くのか。

・防災については、地区ご

との問題を、住民が共有す

ることは大切なので、話し

合ったり、改善点をあげて

必要なものは市に要望した

り、地区で用意したりし

て、いざ災害が起こりそう

になったとき、早めに声を

掛け合えると良い。

◆防災に関

すること

(基本構想

の意見）

・基本構想の『庁舎とまちづくりのビジョン』に記載したと

おり、市民の皆様が安心した生活を送ることができるよう

に、新庁舎内に防災の中核拠点を整備し、災害に強いまちづ

くりを進めていきます。

・このために、ご意見を防災を担当する部署と情報共有をし

ていきます。

（第4回市

民会議の意

見）
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項目 全体 回答

・これからは、行政と市民

等の協働分野は益々大きく

なる。すごいスピードでの

人口減少と高齢化が進展す

る行政環境の中での市民参

画分野が必要になる。ま

た、絶えず、行政の守備範

囲の見直しと環境変化を

キャッチする行政側の行動

が求めらる。

・現在、市で作成している

「協働指針」の内容と、今

回の「市民協働」のあり方

に乖離があってはおかし

い。「協働指針」を優先す

べきと考えるが、いつ頃に

作成が完了するのか。

・現在の地域自治会・町内

会のリーダー不足が問題と

なっているが、少子高齢化

の中で、リーダーの確保・

育成をどうあるべきか、検

討が必要である。

・少子高齢化時代が明確な

中で、市民交流機能スペー

スの否定をする訳ではない

が、企業経営でも「ヒト・

カネ・モノ」と言われ、

「人」を「人材」から「人

財」にすることが最重要課

題なのは、地方行政も同様

か、民間企業以上に必要に

迫られる時代になると思

う。しかしながら、意見や

議論の前提が「モノ・カ

ネ・ヒト」の順になってい

ると思います。

◆市民協働

に関するこ

と

（第5回市

民会議の意

見）

・市民のニーズや地域の課題が多様化する中で、今までのよ

うに行政主導の一律のサービスを提供するだけでは対応する

ことが難しくなっている中で、地域住民の皆様と行政がお互

いに連携協力し、一緒に考え、解決に向けて取り組んでいく

『市民協働』を進めていく必要があります。このような考え

のもと、市では「協働のまちづくり・地域づくり」を進める

ための『協働指針』を、市民の皆様と一緒に作成していま

す。『協働指針』策定の進捗状況については、コロナ禍の影

響で遅れておりますが、なるべく早く作成し市民の皆様にご

提示していきます。

・『協働指針』の中でも、「地域人材の育成」はとても重要

な項目になると考えます。組織運営に関わる人、活動を引っ

張るリーダー、企画・運営を行う人，活動推進のノウハウを

持ちまちづくりのコーディネートを担える人，その他活動に

協力・参画できる人などを育成していきたいと考えます。
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項目 全体 回答

・「みんなが主役のまちづ

くり」や「市民協働」等と

言うテーマは、聞こえや響

きは良く、所謂「総論賛

成」で反対意見は少ないと

思うが、地方自治の本質の

「市民の自主性」は長年の

習慣や地域性から具体的な

意見が出にくいのでは…？

と思う。

・市民協働機能を活発に推

進するため、企業人、専門

か、新規県外転入者等の人

材活用ができないか。

・最重要課題は、「コー

ディネーター」の配置であ

る。長い目で見て人材を育

てるか、それとも即戦力を

求めて人材を発掘するの

か、だと思う。

・道路とか小道、公共交通

などを社会資本と呼ばれて

いる。これからは、市民の

コミュニティの場が、何よ

りも必要となる。いろんな

形での市民同士、行政との

関わりを含めての場所提供

が求められる。健康福祉な

どにも良い影響がある。そ

の場を社会関係資本と言わ

れている。定額、定性的評

価がされることを高齢化社

会では重要である。
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項目 全体 回答

・気軽に集う施設、コミュ

ニティサロン、公設民営、

PPPの導入、PFIの導入、こ

れから検討すべきだと思

う。

・新庁舎の『あるスペー

ス』に行くと、市内の各々

の風景がディスプレイされ

て見ることができるように

する。

・行方市に住みたいと思え

るPRの中心的な役割を果た

せるスペースやサービス、

機能であってほしい。

・市内外問わず、新商品開

発の意見を聞く場として、

企業にスペースを貸し出

し、試用、試食してもらっ

て市民から意見や提案を聞

く場にする。

・新庁舎に図書室または資

料室などが整備され、市民

が自由に閲覧することがで

きれば良いと思う。

・子どもが安心して遊べる

小さな公園を整備する。

・庁舎周辺に、照明やベン

チ付きで安全なウォーキン

グ、ランニングコースを、

いつでも利用できるように

整備する。

・コインランドリーとコン

ビニエンスストアを整備す

る。

・新庁舎の中に拠点となる

場所の整備は必要だと思う

が、市民からの距離の近い

現在の3公民館の活用も十

分に考慮して欲しい。

・市内にはレイクエコー

（生涯学習）と、自然の家

があるので、もっと有効活

用してはいかがか。「新し

く揃える」前に、活用でき

るところは活用する。

・新庁舎において、市民に開かれたオープンスペースを整備

する場合には、市民ニーズに合った多機能なスペースとして

整備する必要があると考えます。

・ご提案いただいた機能は、新庁舎の周辺整備及び現庁舎跡

地周辺の地域拠点整備を進めるうえで参考にさせていただき

ます。

・新庁舎のオープンスペースは、ご意見のように、既に整備

されている機能を重複して整備しないようにします。
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項目 全体 回答

・年齢を重ねた老人や、

立っていることがつらい人

のために、腰かけて記入で

きるスタイルがあると助か

る。

・一番はプライバシーを守

る場であって欲しいこと。

二番は相談事が外（他の職

員）にもれないようにして

欲しいこと。

・条件などは1枚の紙にま

とめておいて、他の庁舎に

置いて置き、申請もFAXで

できないかと思った。市民

を歩かせて、待ってるだけ

の市役所は、市民目線では

ない。

・「コーディネーター」の

育成、教育はどのようにす

るのか。コーディネーター

は誰がやるのか。外部の業

者がやるのか。新しいポジ

ションを置くという事は、

結局、予算の増大を招かな

いか。それならば、各部署

の職員が週ごと、日ごとに

交替制にして担当してはど

うか。

・ワンストップサービスの

提供には、業務の効率化、

職員のスキルアップ、シス

テムの改修等、実現には課

題も大きい。利用頻度の高

い窓口をワンフロアに集約

して、職員の負担を削減す

ることが必要である。業務

の効率化、IT活用、人材育

成等を積極的に進めること

が実現の絶対条件である。

◆窓口に関

すること

（第5回市

民会議の意

見）

・ご意見を要約し、基本計画に反映していきます。

・新庁舎において市民の皆様が快適で利用しやすいワンス

トップフロアを実現するために、窓口を担当する部署と協議

をしておりますので、ご意見は情報共有させていただきま

す。
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項目 全体 回答

・超高齢化に向けて、独居

老人の専用アパートや介護

施設を新庁舎の近くに集約

して高齢者を見守ってあげ

られるモデル地区を作って

みてはどうか。

・ご質問のようなモデル地区に加えて、定住促進を図るモデ

ル地区なども踏まえた検討をしていきたいと考えます。

・現在、行方市の財政力指

数が平成24年度以降、0.43

程度で推移しているが、こ

の指数は健全財政からみる

とどの位置に存在するの

か、解析して欲しい。

・本市の財政力指数は県内市町村では、44市町村中39番目に

位置しており、自己財源が少なく、国の交付税に頼らなけれ

ばならないのが現状でありますが、財政力指数が1.0未満の自

治体は国依存している以上どこも同じだと考えます。

・千葉県富津市では、財政力指数が0.9であるにもかかわら

ず、2018年に財政非常事態宣言を出したことがあります。こ

れは財政調整基金の枯渇が原因であります。

・歳入を増やしていく施策に取り組むとともに、固定費の削

減、形骸化した事業の見直しを行い、財政の弾力性を示す経

常収支比率の削減、財政調整基金の積み増しを行っていくこ

とが、健全財政への道だと考えます。

・資金計画について、詳細

な説明を希望する。

（キャッシュ・フローみた

いなもの）

・資金計画については、基本計画（案）の中で示していきた

いと考えます。

・官庁会計の場合、建設費

の○○％が国、県からの交

付金があると思いますが、

その状況が読み取れない。

・庁舎建設は、基本的に国や県の補助金や交付金はございま

せん。

・本市の場合は、市町村合併したことにより合併特例債の活

用が認められているため、今のところ財源は合併特例債と公

共施設整備基金を活用したいと考えます。

・庁舎の場所や導入する規模が決まった場合には、各省庁の

補助金が該当することも考えられますが、補助金を活用する

場合には条件も付与されることもあるので、活用する場合に

は費用対効果を検証して決定していきます。

・財政破綻に陥ることは、

何が問題で発生するものな

のか。

・身の丈に合わないインフラ整備に対する負債の増加、行政

主導による観光施設への過大投資、行政体制の効率化の遅

れ、基金の枯渇などが全て起きてしまうことで財政破たんに

陥ると考えます。

◆その他

【第6回市

民会議の質

問】
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項目 全体 回答

・新庁舎建設候補地で取得

予定面積がどこなのか地図

が欲しかったです。現在、

玉造緑ヶ丘地区で伐採をし

ているところがあるので、

そこに新庁舎が建設されて

も良い場所だなと思ったか

ら。どこに建設すべきかな

んて正しい答えは出てこな

いので、あの場所に市庁舎

ができて良かったねと多く

の市民が賛同してくれるよ

うな形になったら良いなと

思う。ぜひ、市民アンケー

トなどを実施してはどう

か。

・建設候補地が市有地であれば提示することはできますが、

旧KDDI以外は民地であるため、提示することができなく申し

訳ございませんでした。

・市民アンケートは、新庁舎に関することで単独では実施し

ておりませんが、毎年市政のモニタリングとして実施してい

る市民意識調査の一つの項目で、庁舎に関する内容も調査し

ています。

・庁舎建設市民会議につい

て、コロナウィルス禍を理

由に、書面会議と言うのは

如何か？と考えます。

・書面での対応も可能であったため、市で作成した感染症対

策マニュアルに基づいて、委員長と相談し書面会議とさせて

いただきました。新型コロナウィルスを理由にするだけでな

く、会議の内容によって、会議手法を変えていくように心掛

けています。

・今回の新庁舎建設は行方

市の持続的発展と成長に必

要であると確信している。

・窓口機能は、市役所の顔

である。明るく、楽しく、

笑顔で対応する窓口の構

築。

・関係資料より、庁舎建設

の基本的な考え方は理解で

きましたが、財政的には今

後さらに厳しい環境が予測

されると考える。よって、

新庁舎建設費の圧縮と、人

件費、一般経費の削減の上

積みが必要と考える。（状

況によっては、専門家の意

見聴取も必要と思う。）

その他

【第6回市

民会議の意

見】

・ご意見を要約し、基本計画に反映していきます。
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項目 全体 回答

・コロナが深刻になるにつ

れ、新庁舎に市民が集まる

場所をつくる必要があるの

か、将来的な税収減などで

負担が大きくなるのではな

いか等、心配になってき

た。あまり規模を大きくせ

ず、PCを通しての対応がで

きるとか工夫した設備で、

コロナとの共存を見据えた

新庁舎を建設してもらえた

ら、市民としては嬉しい。

・将来の人口減少、超高齢

化、車がないと移動できな

い環境で、新庁舎へアクセ

スするための公共交通網の

整備は不可欠である。第3

セクター、民間も活用した

バス、タクシーの充実を

図っていく必要がある。

・公共交通を担当する部署と情報共有をしていきます。

・水戸市庁舎の窓口や石岡

市のスペースを参考に。新

しい庁舎を見学してもらい

たい。

・これまで新庁舎の先進地視察は行ってきましたが、今後も

必要に応じて新庁舎の視察を行っていきます。

・今まで検討された資料か

らは、地域医療センター周

辺への立地が一番というこ

とになりますが、病院との

共用はやめてほしい。水戸

神栖線の西側（病院側）で

はなく、東側（小幡地区

側）への新設を希望する。

・建設地について、旧KDDI跡地以外は私有地であるため、用

地調査を行い、用地が確保できるかが問題となります。用地

が確保でき、総事業費を抑制できるような建設地を決めてい

きます。

・分かりやすい資料なの

で、職員から説明がある

と、市民から新庁舎につい

て説明された時に、必要

性、財政的にも問題がない

ことを自信もって説明でき

ると思う。職員の理解は、

市民の理解につながると思

う。

・ご意見のとおり、職員への周知徹底も図っていきたいと考

えます。
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項目 全体 回答

・新庁舎建設に関わらず、

これから先、予想をしない

災害等が頻繁に発生する可

能性が高い。市民の生活を

守る取組を、段階的に進め

る必要性や、財政上の余裕

も大切である。

・ご意見は、財政や企画を担当する部署と情報共有をしてい

きます。

・麻生庁舎は機能を残しつ

つ、人員も減少しながらも

残ると思うが、北浦、玉造

庁舎周辺で、飲食店を営ん

でいる方にとっては、庁舎

がなくなる（＝売り上げが

減る）ことは死活問題だと

思う。仮に、「なめ総」周

辺に新庁舎が建設される場

合、一緒に移転を考える店

舗に対して、優先的に用地

取得に協力するとか、資金

面で利率の低い融資金の案

内をするとかの手立てがあ

ればWinWinの関係になれる

のではないか。

・ご意見は、商工業を担当する部署と情報共有をしていきま

す。

・送付資料が読みやすく、

しかも理解しやすい丁寧に

構成されている。新庁舎の

機能に対する多くの意見

は、興味深かった。全ての

意見を実現することは難し

いだろうが、多くの意見が

あったということはとても

大事だと思う。

・これからも、多くの市民の皆様の意見を聴取できるような

取組をしていきたいと考えます。

38



項目 全体 回答

・広域であればあるほど、

中心市街地としての新庁舎

の役割が大切になる。

・市民参画機能は、以前も

提案したが、老人会等の”

老人”と言う言葉に抵抗が

あり、入会する人が少なく

なっている。高齢であって

も、様々な趣味を持った人

ばかりである。全国に先駆

けて、『～同好会』、『～

趣味の会』等に、思い切っ

て変更してはどうか。

・ご意見は、市民協働や高齢福祉を担当部署に情報提供して

いきます。

・新庁舎が「なめがた地域

医療センター周辺」に決定

したならば、新たなまちづ

くりの一環として、第一に

道路整備して欲しい路線が

ある。旧麻生町と旧北浦町

の境界を通る道路で、特に

中根、繁昌、四鹿、小牧、

籠田、天掛、新宮地区から

新庁舎へのアクセスに都合

のいい道路なので、拡幅整

備を進めていくことをお願

いする。

・ご意見は、都市計画や道路整備を担当する部署と情報共有

をしていきます。

・資金調達は、コンペティ

ションを実施して、できる

限り市場から低い金利の物

件を調達すべきである。

・ご意見は、財政を担当する部署と情報共有をしていきま

す。

・少子高齢化社会における

行政機関の役割を果たすに

は、一つの庁舎に行政職員

スタッフがいることによ

り、情報対策、役割の分

担、守備範囲の明確化等、

多くのメリットがある。そ

の点を分かりやすく市民の

皆さんに理解していただき

たい。

・新庁舎整備の必要性を、市民の皆様に理解していただくた

めに、分かりやい資料で説明していきたいと考えます。
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項目 全体 回答

・外国人対応機能は、農作

業で研修生として多くの外

国人が増えているので、外

国人対応の強化を検討され

たい。

・ご意見は、農政や多文化共生を担当部署と情報共有をして

いきます。

・『市有地、庁舎、体育

館、運動公園、公民館等』

を、台風やゲリラ豪雨時等

の避難所へ有効活用。市担

当者及び各施設毎の地区責

任者や担当者を事前に決め

て、被災者の受け入れをマ

ニュアルを整備し速やかに

対応できるようにして欲し

い。

・ご意見は、防災を担当する部署と情報共有をしていきま

す。

・新型コロナウィルスは、

空気感染をせずに、飛沫感

染と接触感染のみで観戦し

ていくことが明らかであれ

ば、その対策を完全にした

上で開催すれば良いし、可

能であれば行政側から各委

員又は関係者に、個別に意

見を聴取した方がよりリア

リティのある意見を見るこ

とができる筈です。（普段

から鉛筆やペン等を使い、

書き物をしていない市民は

自分の名前さえ書くのも大

変なので）。コロナ禍で

も、行政側に従事する人達

は民間と違い、身分も収入

も保証されている訳ですか

ら、出来ない理由を述べる

前に、どうしたら良い結果

をもたらすのか？を優先し

て行動して欲しいと思いま

す。

・今回の市民会議は、市で作成した感染症対策マニュアルに

基づいて、資料の説明及び意見聴取であれば書面会議でも対

応できると判断しました。ご意見のとおりの対応により、対

面による会議を開催することもできましたが、資料の説明文

書を添付し、質問や意見を記載してもらい、回答するという

対面会議と同じような手法を選択させていただきました。

・今後も状況により書面会議をさせていただきたいと考えま

す。

・個別に説明や直接意見提案をしたい委員の方には個別対応

をさせていただきたいと考えておりますので、ご連絡をお待

ちしております。
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３ 窓口業務の見直しプロセスと必要な取組み 
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【整理、分類手法の検討】

◇申請・届出・手続（証明書交付、即時処理可、要審査後処理、提出のみ、来所不

要）

◇処理プロセスごとの分類、ライフイベントごとの分類など

◇相談、情報入手、要望、苦情、納入、提出などの分類

窓口業務の見直しプロセスと必要な取組み

◇業務単位ごとの窓口業務の洗い出し

◇市民視点による来庁目的の整理

◇地域性・市民ニーズの把握

行方市に合った総合窓口像を描く

【現状分析】

◇「社会的な要因」・「住民視点」・「現場視点」の現状と課題の把握

◇すでにある統計情報（人口動態調査や年報等）からの分析

◇住民アンケート、来庁者アンケートなどの意識調査の実施

◇業務プロセスの可視化

◇現場の窓口職員側の課題を探る

◇業務フローの整理、住民ニーズの反映、住民動線の確認

◇業務処理不可、職員の動線確認

◇ICTなどの情報システム、民間委託で解決できること、できないことの仕分け

◇総合窓口で行う事務処理の整理

◇申請、審査、交付の事務処理の流れを確認する

◇システムの利活用、情報連携の導入

◇庁内組織間の情報連携と電子データを流通させる共通基盤の構築

◇総合窓口モデルの構築・試行

◇現庁舎周辺に市民サービスセンター

の構築・試行

◇総合窓内及び３つの市民サービスセンターでの取扱業務範囲の確立

◇新庁舎建設前に、窓口業務が集中する玉造庁舎で、総合窓口モデルを試行する。

◇現庁舎周辺に残す行政機能の協議 ➡ 麻生庁舎、北浦庁舎で、市民サービスセンター

の業務を試行する

新庁舎におけるワンストップ総合窓口の構築 42



 

 

 

 

 

 

４ 建設候補地についての検討経過  
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新庁舎建設候補地　総括表

５つの建設候補地について、1.定性的評価、2.実態に基づいて評価できる項目に分けて評価を行った。各項目の詳細評価については別添参照。

1.定性的評価　総括表

評価項目
地域医療セン

ター周辺

麻生地区一丁

窪交差点周辺

旧ＫＤＤＩ・

第2グラウン

ド周辺

(仮称)北浦IC

周辺

玉造緑ヶ丘地

区周辺
項目ごとの評価 備考

１．防災拠点としての安全性 370 310 178 185 246

『医療センター周辺』は、浸水や土砂崩れ等の被害がない台地上に位置し、地理的にも市の中心付近で主要道路に

接している。災害時に連携が必要となる医療機関や消防署が隣接していることから、防災拠点としての安全性の評

価が一番高い。

２．市民の利便性 203 196 106 121 153

『医療センター周辺』は、市の中核病院が立地し、合併時の合意事項である場所で市民の認知度も高い。市内の路

線バスがハブ化されており、どの地域からもアクセスが良好であることから、利便性の評価が一番高い。

３．現実性と経済性 91 67 72 53 67

『医療センター周辺』は、縮小している医療センターの空き施設や敷地の一部を活用した建設が可能であれば、コ

ストを抑えることができることから、現実性と経済性の評価が高い。

４．将来のまちづくりの発展性 264 301 142 203 228

『麻生地区一丁窪交差点周辺』は、商業施設や住宅地等の市街地が形成されており、近隣まで下水道も整備され、

都市計画による線引きも一部されている。将来のＩＣ整備による発展性が見込めることから、将来のまちづくりの

発展性の評価が一番高い。

５．その他 203 186 116 137 131
『医療センター周辺』は、合併時の合意事項である場所であり、地理的な中心地であることから相対的に評価が高

い。

市民会議においても、メリット・デメリットを含めて医療センター周辺への意見が一番多く、市民の関心が一番高

い地域である。

合計…A 1131 1060 614 699 825

点数合算値…B

A/B…② 0.26 0.24 0.14 0.16 0.19

総評

4329

庁内の評価において、『医療センター周辺』が４つのうち３つの評価項目で一番高い評価を得ており、総合的な獲得点数も一番高いことから、建設候補地の適地をして評価

する。
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2.実態に基づいて評価できる項目　総括表

評価項目
地域医療セン

ター周辺

麻生地区一丁

窪交差点周辺

旧ＫＤＤＩ・

第2グラウン

ド周辺

(仮称)北浦IC

周辺

玉造緑ヶ丘地

区周辺
項目ごとの評価 備考

１．防災拠点としての安全性 19 19 15 8 19

震災時の建物被害の状況や防災ハザードマップなどから判断した場合、台地上に位置し、主要道路に接している候

補地の評価が高い。

２．市民の利便性 26 20 18 21 24

人口重心や市境からの距離からも、市の中央付近に位置し、路線バスが整備されている『医療センター周辺』の評

価が高い。一方で、ＩＣからの距離が低評価となっているものの、新庁舎への影響は少ないと考えられる。

３．現実性と経済性 40 27 26 28 34

経済的には、市有地である『旧ＫＤＤＩ跡地・第２グラウンド周辺』の評価が高いが、造成を含むインフラ整備が

必要になるため全体的な評価が低い。『医療センター周辺』は、医療センターの施設や敷地の一部を活用すること

により、病院の改修を含めても新築より安価になる可能性があることから、評価が一番高い。どの候補地において

も、建物の構造によっては、国交省、環境省、林野省など防衛省以外の補助金を活用することができる。

４．将来のまちづくりの発展性 27 23 20 11 19

周辺に公共施設や民間の施設が隣接し、上位計画にまちづくりを位置付けられた候補地は評価が高い。

『医療センター周辺』は、麻生地区のように商業施設や公営住宅が隣接しているわけでもなく、玉造地区のように

住宅や人口が増加している地域でもないが、市の中心核として都市計画で踏み込んだ位置付けをすることで、積極

的なまちづくりを進められる可能性を秘めた地域であることから、評価が一番高い。

合計…A 112 89 79 68 96

点数合算値…B

A/B…① 0.25 0.20 0.18 0.15 0.22

総合評価

①+② 0.51 0.45 0.32 0.31 0.41 2.00

総合点数獲得割合 25.68% 22.27% 15.99% 15.73% 20.34%

総合順位 1 2 4 5 3

総評

※1.定性的評価と2.実態に基づいて評価できる項目を総合的に評価するために、便宜的に全体に対する各々の点数

獲得割合を数値化し合算している。

444

ほとんどの項目において、概ね良好な評価である『医療センター周辺』を建設候補地の適地をして評価する。
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建設候補地の定性的評価表

1.定性的・市民感覚的に評価される項目 【判定基準】◎-5：とても良い　〇-4：良い(普通)　△-2：やや劣る　✕-1：悪い　－-0：評価できない

地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺

順位 1 2 5 4 3

小計 370 310 178 185 246

計 130 106 74 60 92

評価平均 4.8 3.9 2.7 2.2 3.4

・市の地理的な中心地であり、住民が

医療センターを認知している。

・震災等の災害時にも、医療センター

は運営の実績がある。

・市の台地上に位置し、浸水や土砂崩

れ等の被害がなく、防災拠点として安

心できる場所である。

・コロナ禍で生活様式が変わるなか、

防災・衛生上の観点からも、安心、安

全の条件を満たしている地域である。

・東日本大震災時、下水道エリアは管

路等の被害により生活排水処理に支障

が生じたが、合併浄化槽は災害時にも

被害を受けにくく、被害を受けても素

早く復旧できるというメリットがあ

る。

・市の台地上に位置し、浸水や土砂崩

れ等の被害がない地域である。

・地理的に麻生地区に偏っており、玉

造地区から離れていることから、安心

感を持つことができない地域である。

・麻生地区や玉造地区の住民は、ＫＤ

ＤＩ跡地を認知している人が少ないこ

とから、安心感を持つことができない

地域である。

・建造物がなく、森林で造成が必要な

場所であることから、防災拠点として

の評価はしにくい。

・近隣にグラウンドや体育館があるこ

とから、災害時に活用できる。

・小・中学校が隣接している。

・ＫＤＤＩより買収した部分は、傾斜

地や凸凹部分が多く、造成費等のコス

ト面からは不向きである。

・県域における防災拠点になり得るか

もしれないが、市の防災拠点として

は、地理的に偏りがあり、北浦地区以

外の住民から安心感を持つことができ

ない地域である。

・低地であり、浸水等による被害(武田

川の氾濫等)が起こり得る地域である。

・市の台地上に位置し、浸水や土砂崩

れ等の被害がない地域である。

・地理的に玉造地区に偏っており、麻

生地区から離れていることから、安心

感を持つことができない地域である。

・公共交通が整備されているが、位置

的に市民の理解が得られにくい。

計 115 102 55 67 92

評価平均 4.3 3.8 2.0 2.5 3.4

・主要な県道が交差し、道路整備もさ

れていることから、浸水や土砂崩れ等

により道路が閉鎖されない場所であ

る。

・病院があることから、市民の認知度

が高い場所である。

・災害時でも病院で救急の受入れがで

きていたことから、安全な道路交通が

確保できている。

・地理的にアクセスが便利な地域であ

るが、市内住居のほとんどが湖岸に密

集しているため、どこからも遠く感じ

る。

・主要な県道が交差し、浸水や土砂崩

れ等により道路が閉鎖されることな

く、安全な道路交通が確保できる。

・麻生地区に偏っていることから、北

浦、玉造地区の住民からは、アクセス

が不便である。

・国道や県道は少し離れたところに整

備されており、引き込むための道路整

備が必要となる。

・アクセス道路を整備しても、ＫＤＤ

Ｉ跡地を認知していない市民が多いこ

とから、アクセスが容易でない。

・道幅が狭く、アクセス時に混雑する

可能性がある。

・高齢者が徒歩で行くに場合、坂道と

なっている。

・道路冠水箇所の把握が必要となる。

・国道が整備されており、ＩＣができ

た場合には広域からのアクセスが容易

であるが、低地であることから浸水等

による被害が起きた場合、道路交通が

遮断される可能性がある。

・道路冠水箇所の把握が必要となる。

・主要な県道が交差し、浸水や土砂崩

れ等により道路が閉鎖されることな

く、安全な道路交通が確保できる。

・玉造地区に偏っていることから、麻

生、北浦地区の住民はアクセスが不便

である。

計 125 102 49 58 62

評価平均 4.6 3.8 1.8 2.1 2.3

・病院や消防署等があることから、災

害時の連携が容易である。

・安全な道路交通が確保されている地

域であるため、警察や自衛隊、他自治

体との連携が容易である。

・現３庁舎から、同じくらいの距離で

ある。

・消防署や警察署があり、近隣に商業

施設も立地している。

・災害時は関係機関と連携することが

できる。

・安全な道路交通が確保されている地

域であるため、警察や自衛隊、他自治

体との連携が容易である。

・潮来土木・潮来保健所・霞ケ浦工事

事務所とのアクセスが良い。

・近隣には、学校と保健センターしか

ない。

・保健センターの場所の認知が低く、

交通アクセスが容易でないことから、

避難所として活用してきていない。

・場所の認知が低いことから、連携が

困難になる。

・鉾田の総合事務所や水戸方面への連

携が容易である。

・周辺に、関係機関が全くないが、Ｉ

Ｃが整備されることにより、広域から

の交通アクセスが容易になる（麻生Ｉ

Ｃ周辺にも同じことが言える。）。

・鉾田の総合事務所や水戸方面への連

携が容易である。

・周辺に、関係機関が全くない。

・安全な道路交通が確保されている地

域であるため、警察や自衛隊、他自治

体との連携が容易である。

評価項目

１．防災拠点として

の安全性

その地域に防災拠

点としての安心感

を持っているか

災害時にその地域

へアクセスできる

可能性を感じてい

るか

災害時に他機関と

の連携が容易であ

るか。
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺評価項目

順位 1 2 5 4 3

小計 203 196 106 121 153

計 104 95 57 70 84

評価平均 3.9 3.5 2.1 2.6 3.1

・地理的中心地であり、主要な県道が

交差して整備されている。

・市営路線バス等の地域公共交通が、

医療センターをハブ化した路線を引い

ていることから、どの地域からも行き

やすくなっている。

・現時点では、公共交通の利用者は限

定されているが、新庁舎建設に併せて

周辺整備が進むことにより、利用者の

増加が見込める。

・主要な県道が整備されており、交通

アクセスは問題ない。

・市営路線バスが整備されているが、

地理的に麻生地区に偏っており、北

浦、玉造地区の住民には不便である。

・スーパー関係の店舗が集中している

ため、常時行きやすい場所である。

・国道や県道から引き込むためのアク

セス道路の整備が必要となり、場所が

分かりにくい。

・地理的に北浦地区に偏っている。

・住民の認知度が低い。

・スポーツ（屋外球技）をしている人

には、認知度が高い。

・主要な国道に隣接しており、アクセ

スしやすい地域である。

・地理的に北浦地区に偏っていること

から、麻生、玉造地区の住民には不便

である。

・主要な国道と県道が交差した地域で

あり、交通アクセスが充実している。

・市営路線バスや民間バスが整備され

ており、公共交通も充実した地域であ

る。

・地理的に玉造地区に偏っており、麻

生、北浦地区の住民には不便である。

計 99 101 49 51 69

評価平均 3.7 3.7 1.8 1.9 2.6

・現在は縮小されているが、地域の中

核病院が立地された地域である。

・合併時の合意事項であった地域であ

ることから、新庁舎建設において、市

民が一番身近に感じる地域である。

・市民の動線が向く地域である。

・これまで医療センター周辺のまちづ

くりを行ってこなかったため、今後は

市民の利便性が向上するような取組

（例：文化的な複合施設（図書館等）

の用途など）が必要となる。

・優良農地としての兼ね合いがある地

域であるため、庁舎建設を契機に、都

市計画を進める必要がある。

・市民意識調査結果では、医療セン

ターには、市民の６割以上が年数回訪

問している。

・周辺に商業施設と市営住宅があり、

市街地を形成している地域で人の流れ

があることから、麻生地区の住民には

身近な地域である。

・北浦、玉造地区の住民には、買い物

等の商圏が異なるため、身近な地域で

はない。

・利便性という評価項目では、地理的

に偏っている玉造地区と同じような評

価になる。

・ＩＣが運用開始になれば、可能性は

広がる。

・周辺に小学校と中学校があり、北浦

地区の住民には、身近な地域である。

・麻生、玉造地区の住民には、旧ＫＤ

ＤＩ跡地を認知している人が少なく、

身近な地域ではない。

・グラウンドは以前、イベント等にも

利用され、北浦地区の住民にはなじみ

があるものの、全体的な認知が低く、

不便である。

・周辺に何もなく、主要な国県道から

離れいていることから、利便性が悪

い。

・周辺に商業施設など人が集まる主要

な施設がないため、利便性が感じにく

い。

・グラウンドの芝生化により、交流人

口の増加が見込める。

・麻生、玉造地区の住民には、身近な

地域ではない。

・ＩＣが整備されることにより、広域

的な利便性（例：高速バスのバスター

ミナル整備など）が上がるが、市内循

環の利便性は変わらない（麻生地区に

もＩＣが整備されるので、ＩＣの有無

だけでは優位性は上がらない。）。

・周辺に商業施設など人が集まる主要

な施設がないため、利便性が感じにく

い。

・ＩＣが運用開始になれば、これまで

買い手のつかなかった北浦複合団地の

セールスが見込める。

・周辺に商業施設もあり、住宅地が整

備されている地域である。

・玉造地区や北浦地区の一部の住民に

は身近な地域であるが、麻生地区の住

民には、買い物等の商圏が異なるた

め、身近な地域ではない。

・利便性という評価項目では、地理的

に偏っている麻生地区と同じような評

価になる。

２．市民の利便性

その地域に行きや

すさを感じている

か

その地域を身近に

感じているか

その地域に利便性

を感じているか

（庁舎以外の用途

も含めて）
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺評価項目

順位 1 3 2 5 3

小計 91 67 72 53 67

評価平均 3.4 2.5 2.7 2.0 2.5

・縮小している病院の建物と敷地の一

部を活用が可能であれば、用地取得や

造成工事、排水等の開発行為が不要と

なり、新庁舎の建設コストを必要最小

限に抑えることができる。

・病院敷地を活用できた場合のコスト

は抜群に良いが、他に土地を求める場

合は、他候補地と同等である。

・優良農地が多く、用地取得が難し

い。

・生活排水の処理は、病院の合併浄化

槽等の処理設備を共有することによ

り、容易である。

・今回活用できない場合には、大規模

未利用施設の利活用という問題が生じ

る。

・医療センターと連携した庁舎の建設

は、連携するための設備や工事の費用

が余分にかかる可能性がある。

・流域下水道エリアの近くに整備する

ことで、生活排水の処理が容易であ

る。

・周辺にまとまった公有地はないが、

庁舎機能の一部を近隣の公共施設（麻

生庁舎、麻生公民館、美化センター会

議室など）に整備することにより、新

庁舎を最小限の規模に抑えることはで

きる。ただし、その場合も用地取得が

必要になる。

・農業振興地域に建設した場合は、申

請等に時間がかかる。

・商業・住宅の集積地であり、用地を

充分に取得するのは難しい。

・スーパー等が借地になっていること

から、交差点付近からは離れた方が用

地取得は容易である。

・旧ＫＤＤＩ跡地は、約30haの公有地

であり、用地買収の必要はない。

・森林であるため、造成費用と排水等

の開発行為、アクセス道路の整備が必

要となる。

・用地は取得済みであるが、起伏の激

しい部分しか残されていない形状のた

め、多額の造成費を要する。

・周辺に公有地や公共施設がないこと

から、庁舎敷地の用地取得、造成工事

が必要となる。

・農業振興地域に建設するには、申請

等に時間がかかる。

・公共下水道エリアの近くに整備する

ことで、生活排水の処理が容易であ

る。

・周辺にまとまった公有地や公共施設

がないことから、用地取得や造成工事

が必要になる。

・農業振興地域に建設するには、申請

等に時間がかかる。

３．現実性と経済性

その地域に建設す

るための資金イ

メージがあるか

（用地取得のしや

すさや、造成工事

のしやすさなど）
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺評価項目

順位 2 1 5 4 3

小計 264 301 142 203 228

計 83 102 45 79 85

評価平均 3.1 3.8 1.7 2.9 3.1

・これまで医療センター周辺が発展し

なかった理由は、市が医療センター周

辺でまちづくりをしていく覚悟と政策

がなかったからである。

・医療センターが縮小している今だか

らこそ、医療センターとして残す機能

を決め、空いているスペースで新しい

まちづくりを進めるチャンスである。

・医療センターと連携し、行方の地域

特性を生かした生涯活躍のまちを整備

していくことも考えられ、コンパクト

シティとしての発展が見込める。

・市民が集まりやすい環境を整備すれ

ば、経済的な発展が見込める。

・病院周辺は、畑で砂嵐に見舞われ、

騒音もあるので、対策が必要となる。

・既存の商業施設、公営住宅、住宅地

があることから、ＩＣが開通されるこ

とにより、人の流れも変わる地域であ

る。

・下水道も整備されており、旧麻生町

の時都市計画で線引きしていることか

ら、発展が見込める。

・観光交流機能を導入することによ

り、発展が見込める。

・麻生地区に建設する場合は、新しい

用地取得はせずに、麻生庁舎、麻生公

民館、美化センターなどの既存施設を

活用し、北浦と玉造庁舎の機能を集約

することで事は足りる。

・商業エリアであり、用地取得に多額

の費用が必要となる。

・約30haの市有地と稼働率が悪い第２

グラウンドを合わせると、まとまった

面積となるが、新庁舎などの行政機能

を導入したとしても、発展は見込めな

い。

・民間事業者との連携により、北浦地

区の地域特性を生かした活用方法を見

出すことができれば、発展が見込め

る。

・文化施設やスポーツ施設の整備によ

り交流人口の増加は見込めるが、一過

性のものになりがちである。

・他の地域に派生させて、定住等に結

びつけていくことが重要である。

・高速道路の延伸、茨城空港へのアク

セス、首都圏及び県央・県南・鹿嶋地

区への交通利便性が高い。

・ＩＣが整備されることにより、広域

的な利便性（例：高速バスのバスター

ミナル整備など）が上がり、市外から

の交流人口も増加する。

・外から人を呼び込むことができる場

所であることから、新庁舎など行政機

能整備よりも、観光交流機能の導入の

ほうが、地域としての発展が見込め

る。

・現時点では未整備であることから、

しっかりとした都市計画により、発展

が見込める。

・高速道路の延伸、茨城空港へのアク

セス、首都圏及び県央・県南・鹿嶋地

区への交通利便性が高い。

・商業施設や住宅地など、市街地が形

成されていることから、新庁舎の行政

機能を整備することにより、更なる発

展が見込める。

・この地域の場合、麻生地区と同じよ

うな評価となり、発展性だけでは優位

性を見出せず、地区間の綱引きとなる

可能性がある。

・玉造地区を今以上に市街地を発展さ

せるのであれば、都市計画による規制

と秩序ある整備により、市街化区域に

誘導することで更なる発展が見込め

る。

・茨城空港に近く、新しい住宅が建設

されているが、ベイシア周辺の方が発

展性は高い。

計 89 103 48 63 71

評価平均 3.3 3.8 1.8 2.3 2.6

・医療センターの空きスペースに、行

政の保健福祉機能を導入し、高齢者向

けのサービス、健康づくり、スポー

ツ、文化などの生涯活躍の場を整備す

る。

・医療センターの敷地及び周辺に、歩

いて健康になる公園、屋外施設、市民

農園、子育て広場、子育て世代促進住

宅、行政機能を最小限に絞った新庁舎

を整備する。

・庁舎建設が進むことにより、インフ

ラ等が整備されることによって地域の

イメージが変わるため、新規の住宅需

要、金融機関、飲食店等の進出が見込

める。

・アクセスも良く、利便性も抜群に高

い地域である。

・少し距離はあるが、千年村、天王崎

公園の有効活用が考えられる。

・北浦地区に人が流れるようになり、

既存の商店等にも経済的な影響が出

る。

・高速道路の利用率に影響が出る。 ・道路沿いであれば、利用しやすい。

計 92 96 49 61 72

評価平均 3.4 3.6 1.8 2.3 2.7

・医療センターと新庁舎が連携し、新

しいまちづくりの中核拠点となるビ

ジョンを掲げることができる。

・３つの現庁舎周辺に、各地域の特性

を生かした地域拠点を構築し、それら

の拠点を結ぶ地域公共交通網とアクセ

スするための基幹道路を整備する。

・合併協定項目にも合致しており、都

市計画マスタープランで市の交流核と

して位置づけられていることから、行

政･防災・福祉の複合エリアとしての拠

点づくりが期待できる。

・市外から人を呼び込み市内に人を循

環させることができるような観光交流

機能を構築する。

・ＩＣが開通することに伴い、全国の

高速道路につながるため、物流の拠点

となり、ハイウエイオアシス等を設置

し、地域物産を積極的に販売すること

により、地域の発展が見込める。

・住宅環境の整備をすることにより、

住みやすい地域として市外向けにア

ピールできる。

・大型の体育施設を誘致する場所とし

て活用性がある。

・北浦地区は、文化スポーツ関係がま

とまっているところが最大の魅力であ

る。宿泊施設の整備が急務である。

・ＫＤＤＩ敷地購入時のビジョンがあ

いまいであったため、地域のビジョン

をしっかり立てる必要がある。

・防災、行政、教育の複合施設として

の拠点づくりが期待できる。

・市外から人を呼び込み、市内に人を

循環させることができるような観光交

流機能を構築する。

・高速道路の開通で人やモノの流れが

良くなる。

・北浦複合団地用地の受注に企業から

のオファーがあれば、活性化につなが

り、物流の拠点化となる。

・場所的に小美玉・鉾田市から人が流

れてくる。

４．将来のまちづく

りの発展性

市民が今後発展す

る地域と考えてい

るか、発展性を感

じているか

庁舎が建設される

ことによって、そ

の近辺が有効に活

用されるイメージ

を持っているか

その地域に将来性

を求めているか

その地域を拠点と

してまちづくりの

ビジョンを持てる

か
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺評価項目

順位 1 2 5 3 4

小計 203 186 116 137 131

計 122 100 55 64 68

評価平均 4.5 3.7 2.0 2.4 2.5

・合併時の合意事項であり、地理的に

中心地であることから、関心が高い。

・合併直後の病院利用者への公共交通

アンケート調査や福祉関連で窓口に訪

れる住民からは、当地域への庁舎建設

を求める意見が多かった。

・麻生地区の住民からは、麻生地区で

発展性がある地域であることから関心

が高いが、玉造地区の住民は関心が低

い。

・市有地があることから、一部の北浦

地区の住民からは関心が高いが、麻

生、玉造地区の住民には、場所が認知

されていなく、関心が低い。

・場所は認知されているが、北浦地区

に偏ってしまうため、麻生、玉造地区

の住民からは関心が低い。

・ＩＣができ、周辺の開発が進めば関

心は高くなるが、現時点では低い。

・玉造地区に偏ってしまうため、麻

生、北浦地区の住民からは関心が低

い。

計 81 86 61 73 63

評価平均 3.0 3.2 2.3 2.7 2.3

・緑に囲まれた場所であることから、

公園（防災公園を兼ねる）や農地を利

用した農業体験ができる道の駅ような

施設を設置する。

・医療センターと連携し、子育て、保

健センターや生涯学習的な図書館業務

などに活用する。

・近隣に商業施設等があり、集客力が

高いいことから、人の流れを利用でき

ると考えられる。

・民間資金による商業エリアとして整

備する。

・民間事業者との連携により、北浦地

区の地域特性を生かした活用方法を見

出すことができれば、発展が見込め

る。

・周辺にグラウンドや体育館があるこ

とから、新しい体育施設（運動施設の

統廃合）や、自然公園を整備していく

方が、地域の特性に合っている。

・民業圧迫しない程度で、簡易的な宿

泊施設（合宿所）を整備する（食事は

外食利用）。

・文教エリアとして整備する。

・大規模なスポーツ大会やイベントを

開催することを想定した駐車場を整備

する。

・ＩＣ周辺ということもあり、観光物

産館等を設置すれば集客を見込める。

・ＩＣ開通に合わせ、ハイウエイオア

シス的な施設を整備する。

・市内名所の紹介、特産物の販売、農

業体験ができる道の駅のような施設を

設置する。

・農作物や食の物流拠点に活用する。

・複合団地にも近いことから、工業系

の発展が見込める。

・優良住宅地として、民活利用で市有

地を売り出す。

・北西方面の近隣市等へのアクセスに

比較的有利なエリアであり、住居系の

発展が見込める。

５．その他

市民会議での意

見・関心の多さ

（得票数）を感じ

るか

その地域を庁舎以

外に活用するイ

メージがあるか
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第２グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺評価項目

1131 1060 614 699 825

1 2 5 4 3

・商業施設があり、近い将来ＩＣが整

備されることからも将来性のある地域

であるが、庁舎機能を整備するのでは

なく、市外から人の交流を促進するよ

うな機能をもった施設を整備した方が

良い。

・既に商業地としての土地利用がなさ

れているため、あえてこのエリアで大

規模な公共事業である庁舎建設を行う

必要性は低い。

・玉造地区の住民からは距離があるの

で、アクセスが不便である。

・玉造地区も同じ条件が言えることか

ら、各地区共に決め手がなく、一つに

絞り込むことができない。

・旧ＫＤＤＩ跡地は、市所有のために

用地を買収する必要はないが、平地で

ないために、造成費用がかかってしま

う。

・用地買収が不要であることが理由で

あれば、医療センター周辺も病院の敷

地を活用することができれば、用地買

収が不要である。そのうえ、医療セン

ターの敷地は造成されているので、造

成工事を行う必要がない。市有地であ

る理由は有利にならない。

・場所がわかりにくいと感じる面もあ

るが、敷地面積は余裕を持って取得で

きる。

・グラウンドもあるので、新しい公共

施設として幅広く活用できる。

・周辺に運動場や文化センターがあ

り、近い将来ＩＣが整備されることか

ら、市外から人の交流を促進するよう

な施設を整備した方が良い。

・ＩＣ付近の利点を生かしたいが、庁

舎のイメージはしにくい。

・現状は評価できないが、発展性とい

う意味では最上位の立地であると考え

られる。

・積極的な企業誘致を行うことによ

り、市に相当な賑わいをもたらすこと

が可能となる。

・騒音区域であることから、防衛補助

を受けることができる。

・防音仕様の庁舎になることから、空

調の光熱水費など維持管理費が増大す

ることが予想される（補助金は、騒音

区域への建設の必要性があるために受

けるものである。）。

・麻生地区の住民からは距離があるの

で、アクセスが不便である。

・麻生地区も同じ条件が言えることか

ら、各地区共に決め手がなく、一つに

絞り込むことができない。

順位

定性的・市民感覚的に

評価される項目

全体評価

・合併時の合意事項で、市の地理的中

心地であり、一度建設候補地として基

本計画まで策定し、市報や説明会を

行った場所であることから、市民が受

け入れやすい場所である。

・他のエリアでは、地理的に偏りがあ

ることから、合意形成に至らない。

・医療センターが規模を縮小している

が、完全に撤退されないためにも、医

療センターと連携したまちづくりが必

要である。

・医療センター周辺が発展しなかった

ことは、市がまちづくりをしていく意

思表示をせず、都市計画の見直しを行

わなかったからである。

・医療センターの建物や敷地を活用し

て、医療機関と行政が連携した生涯活

躍のまちづくりを進めていく。

・医療センターの空きスペースを活用

し、庁舎機能を全て入れることは構造

的に難しいが、市の保健、高齢福祉、

健康づくり、スポーツ、生涯学習など

の機能であれば、医療センターを活用

することができる。

・問題となる生活排水の関係は、現在

３割程度しか使われていない医療セン

ターの合併浄化槽を活用することによ

り、解決可能である。

・持続可能なまちづくりを進めるうえ

で、大規模施設の利活用や、地理的中

心地への施設集約など、最も庁舎建設

に適した箇所である。

点数 総合計
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新庁舎建設候補地　評価表

2.実態に基づいて評価できる項目 【判定基準】◎-5：とても良い　〇-4：良い(普通)　△-2：やや劣る　✕-1：悪い　－-0：評価できない

地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺
備考

（評価指標）

〇 〇 〇 〇 ◎
4 4 4 4 5

周辺地区（井上藤井地区、小幡地
区、行方地区、計536世帯）で罹災
された世帯は197世帯（被災率
36.8％）、うち全壊された世帯は15
世帯あった。
病院も一部損壊の被害はあったが、
設置されている井上藤井地区の全壊
世帯はなかった。

周辺地区（麻生地区1179世帯）で罹
災された世帯は494世帯（被災率
41.9％）、うち全壊された世帯は12
世帯あった。

旧ＫＤＤＩ跡地・第2グラウンド周
辺には、居住人口が少ない。
周辺地区（山田地区521世帯）で罹
災された世帯は252世帯（被災率
48.4％）、うち全壊された世帯は13
世帯あった。

周辺地区（両宿地区、内宿地区、計
372世帯）で罹災された世帯は135世
帯（被災率36.3％）、うち全壊され
た世帯は13世帯あった。

周辺地区（玉造甲地区1418世帯）で
罹災された世帯は402世帯（被災率
28.3％）、うち全壊された世帯は30
世帯あった。
建設候補地の中では、一番被害が少
ない地域である。

◎ ◎ 〇 ✕ 〇
5 5 4 1 4

防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で土砂災害区域がない。
高台で、ほぼ平坦である。
周辺にも極端な高低差はない。

防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で土砂災害区域がない。
高台で、ほぼ平坦である。
市街地として整備されている。

防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で土砂災害区域がない。
旧ＫＤＤＩ跡地は全体的に高台であ
るが、高低差が10ｍあるなど、平坦
な地形ではない。

防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で土砂災害区域があることか
ら、危険性が高い地域である。

防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で土砂災害区域がない。
部分的に高低差はあるが、土砂崩れ
の危険は少ない。

◎ ◎ ◎ ✕ ◎
5 5 5 1 5

※標高:34.5ｍ（病院が地点）
防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で浸水想定区域がない。

※標高：35.7ｍ（交差点が地点）
防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で浸水想定区域がない。

※標高：34.4ｍ（旧ＫＤＤＩ跡地入
口が地点。太陽光設置場所は25.3
ｍ。）
防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で浸水想定区域がない。

※標高：4.5ｍ（ＩＣが地点）
防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で浸水想定区域がないが、低地
であり武田川が流れているため、川
が氾濫する可能性がある。

※標高：34.4ｍ（交差点が地点）
防災ハザードマップでは、直径１㎞
圏内で浸水想定区域がない。

◎ ◎ △ △ ◎
5 5 2 2 5

幅員11.2mの県道に接道している。
周辺道路の分断の恐れは少なく、ま
た既設のヘリポートもあるため、空
からのアクセスも可能である。

幅員9.5mの県道に接道している
周辺道路が分断される恐れは少な
い。

接道している道路は市道であり、幅
員14.0ｍの国道から500～1,000ｍ
程度離れている。
北浦側からのアクセス道路が一部浸
水エリア、土砂災害エリアになって
いる。

幅員11.5mの国道に接道している。
北浦側からのアクセス道路が一部浸
水エリア、土砂災害エリアになって
いる。

幅員11.0mの国道に接道している
周辺道路が分断される恐れは少な
い。

19 19 15 8 19

評価項目

１．防災拠点としての安全性
東日本大震災による周辺
建物被害
周辺地区の被災状況（罹
災証明書の件数、地区の
全壊件数）

※周辺家屋の被害状

況…被災率で評価

◎：30％未満

〇：30～50％未満

△：50～60％未満

×：60％以上

土砂崩れの危険性 ※ハザードマップの状

況

…災害エリアでなけれ

ば高評価

◎：区域内になく平坦

〇：区域内になく高低

差が小さい

△：区域内になく高低

差が大きい

×：区域内にある

河川等の氾濫による浸水 ※ハザードマップの

状況

…災害エリアでなけ

れば高評価

◎：浸水の可能性が

ない

×：浸水の可能性が

ある

災害時のアクセス性 ※上記の被害を受け

た時アクセスできる

道路が整備されてい

れば高評価

◎：幅員9ｍ以上に

接道し分断無し

〇：幅員9ｍ以下だ

がアクセス道路必要

無し

△：アクセス道路必

要または幅員9ｍ以

上だが分断の恐れあ

り

1.点数合計
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺
備考

（評価指標）
評価項目

◎ ◎ ✕ ◎ ◎
5 5 1 5 5

県道50号線水戸神栖線(行方縦貫道)
県道183号線山田玉造線

県道50号線水戸神栖線(行方縦貫道)
県道2号線鉾田佐原線

隣接する主要国県道はない 国道354号線 国道354号線

◎ △ 〇 〇 〇

5 2 4 4 4

約1.0㎞ 約6.5㎞ 約4.0㎞ 約4.0㎞ 約5.0㎞

◎ △ 〇 〇 〇
5 2 4 4 4

約13㎞　(最北端まで) 約20㎞　(最北端まで) 約14㎞　(最北端まで) 約14㎞　(最南端まで) 約16㎞　(最南端まで)
△ 〇 ◎ ◎ 〇
2 4 5 5 4

麻生ＩＣから約9.0㎞
北浦ＩＣから約4.5㎞

麻生ＩＣから約2.0㎞
北浦ＩＣから約9.5㎞

麻生ＩＣから約10㎞
北浦ＩＣから約1.5㎞

麻生ＩＣから約1１㎞
北浦ＩＣに隣接

麻生ＩＣから約13㎞
北浦ＩＣから約4.0㎞

〇 ◎ △ ✕ ◎
4 5 2 1 5

市営バス３路線が通る。
市営バス２路線、広域バス１路線、
高速バス１路線が通る。

近接道路に市営バス１路線、高速バ
ス１路線が通る。

近接道路に市営バス１路線が通る。
近接道路に市営バス３路線、民間路
線バス１路線が通る。

◎ △ △ △ △
5 2 2 2 2

平坦であり、余地もあるため確保で
きる。
また、病院駐車場との共用の可能性
も考えられる。

市街地であるため、まとまった土地
が十分に確保できない場合、飛び地
になることなどが予想される。
ただし、周辺商業施設と共用するこ
とができれば、確保は可能である。

面積としては十分に確保できるが、
大規模造成が必要である。

面積としては十分に確保できるが、
大規模造成が必要である。

面積としては十分に確保できるが、
大規模造成が必要である。

26 20 18 21 24

主要国県道と隣接してい
る

※主要国県道の整備

状況に隣接されてい

れば高評価

◎：接道あり

×：接道無し

各地からの
距離
(直線距離)

人口重心か
らの距離

来庁者駐車場の確保 ※まとまった土地の

確保が可能であれば

高評価

２．市民の利便性

※距離が近ければ高

評価

◎：2㎞未満

〇：2～4㎞未満

△：4～6㎞未満

×：6㎞％以上

最も遠い市
境からの距
離
ＩＣからの
距離

周辺に整備された公共交
通

※公共交通の本数が

多ければ高評価

◎：4路線以上

〇：3路線

△：2路線

×：1路線

2.点数合計
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺
備考

（評価指標）
評価項目

用途地域

指定なし

指定なし
場所によっては、一部第一種中高層
住居専用地域にかかる可能性があ
る。

指定なし 指定なし 指定なし

地目 畑、宅地(病院用地) 畑 山林 田 畑、山林
〇 △ ◎ 〇 〇
4 2 5 4 4

ほとんどが農地のため、交渉の余地
がある。

市街地であり、まとまった必要面積
の確保ができない可能性がある。

必要面積分の公共用地があるため、
新たな用地取得は不要である。

ほとんどが田であるため、交渉の余
地がある。

ほとんどが農地のため、交渉の余地
がある。

〇 △ ◎ 〇 〇
4 2 5 4 4

農地のため、市街地ほどの費用はか
からない。
※地価：
18,082円/坪(5,470円/㎡)

市街地であるため、他候補地よりや
や高額になる可能性がある。
※セイミヤモール麻生店の地価：
47,272円/坪(14,300円/㎡)

ほぼ不要である。
※参考までに小舟津交差点付近の地
価(2019年)：
17,190円/坪(5,200円/㎡)

農地のため、市街地ほどの費用はか
からない。
※参考までに小舟津交差点付近の地
価(2019年)：
17,190円/坪(5,200円/㎡)

農地のため、市街地ほどの費用はか
からない。
※周辺の地価が公示されていないた
め、参考までにベイシア付近の地
価：79,999円/坪(24,200円/㎡)

◎ ◎ ✕ ◎ ◎
5 5 1 5 5

主要道路(県道水戸神栖線幅員
11.2m)　整備済み

主要道路(県道水戸神栖線幅員9.5m)
整備済み

近接主要道路（国道354号幅員
14.0m)から敷地までは整備の必要が
ある。

主要道路（国道354号幅員11.5m)整
備済み

主要道路(国道354号幅員11.0m、県
道水戸神栖線幅員10.6ｍ)　整備済
み

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
5 5 5 5 5

整備済み 整備済み 整備済み 整備済み 整備済み
〇 △ ✕ ✕ △
4 2 1 1 2

病院の雨水処理施設が供用できれ
ば、新たな工事は不要である。
共用できない場合でも、接続先、放
流ルートは確保されている。

近接地まで公共下水(雨水)整備が決
定されているが、未整備である。
宅内処理となるが、接続先、放流
ルートは未整備である。

調整池の整備が必要となる。
接続先、放流ルートは未整備であ
る。

調整池の整備が必要となる。
接続先、放流ルートは未整備であ
る。

近接地まで公共下水(雨水)整備が決
定されているが、未整備である。
宅内処理となるが、接続先、放流
ルートは未整備である。

〇 △ ✕ ✕ △
4 2 1 1 2

病院の浄化槽設備が共用できれば、
新たな排水処理施設は不要である。
共用できない場合でも、接続先、放
流ルートは確保されている。

近接地まで公共下水(雨水)整備が決
定されているが、未整備である。
宅内処理となるが、接続先、放流
ルートは未整備である。

浄化槽設備、放流先共に新設が必要
である。

浄化槽設備、放流先共に新設が必要
である。

近接地まで公共下水(雨水)整備が決
定されているが、未整備である。
宅内処理となるが、接続先、放流
ルートは未整備である。

〇 〇 ✕ ✕ ✕

4 4 1 1 1

病院部分は調整程度
周辺農地の場合は小規模造成程度

市街地部分は調整程度
周辺農地の場合は小規模造成程度

大規模造成(伐採、伐根、掘削、盛
土）が必要となる。

大規模造成(伐採、伐根、掘削、盛
土）が必要となる。

大規模造成(伐採、伐根、掘削、盛
土）が必要となる。

３．現実性と経済性
用地取得

用地取得の
可能性、容
易性

※市有地、公共用地

があれば高評価

※交渉の余地が見え

て入れば高評価

◎：公共用地がある

〇：公共用地がない

が市街地でない

△：公共用地がなく

市街地である

×用地が確保できな

い

※市街地は高額にな

りまとまった土地が

確保できない。

用地取得費
用
※2020年公
示地価

インフラの
整備状況

アクセス道
路の整備の
必要性

※新規工事の必要が

なければ高評価

◎：工事必要無し

×：工事必要あり

水道(上水) ※新規工事の必要が

なければ高評価

雨水処理方
法

※放流先が整備され

ていれば高評価

◎：下水道エリア

〇：下水道エリアで

ないが既存の設備あ

り

△：近隣まで下水道

が整備されている

×：未整備

生活雑排水
処理方法

※放流先が整備され

ていれば高評価

◎：下水道エリア

〇：下水道エリアで

ないが既存の設備あ

り

△：近隣まで下水道

が整備されている

×：未整備

造成の必要
性

必要性の程
度

※開発・造成が必要

でなければ高評価

◎：造成必要無し

〇：小規模造成

△：中規模造成

×：大規模
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺
備考

（評価指標）
評価項目

〇 △ 〇 △ △
4 2 4 2 2

①病院（厚生連）との協議により、
長期化することが予想される。

①用地確保
②農地の場合は農地転用手続、農業
振興地域の場合は申請等の時間がか
かる。
③地域的に偏りがあるため、北浦、
玉造地区の住民の理解を得ることに
長期化が予想される。

①地域的に偏りがあるため、麻生、
玉造地区の住民の理解を得ることに
長期化が予想される。

①用地確保
②農地転用手続と土地改良区との協
議。農業振興地域の場合は申請等の
時間がかかる。
③地域的に偏りがあるため、麻生、
玉造地区の住民の理解を得ることに
長期化が予想される。

①用地確保
②農地の場合は農地転用手続。農業
振興地域の場合は申請等の時間がか
かる。
③地域的に偏りがあるため、北浦、
玉造地区の住民の理解を得ることに
長期化が予想される。

総事業費 ✕ ✕ ✕ 〇 ◎
1 1 1 4 5

対象地域ではない。 対象地域ではない。 対象地域ではない。
場所によっては、対象地域に係る部
分がある（ＩＣ西側)

防衛補助金対象地域である。

◎ △ △ ✕ 〇

5 2 2 1 4
病院施設が使用できれば、建物とし
ては不足分の増築で足りる。また、
用地取得やインフラ整備も最小限で
済むため、病院施設改修を含めて
も、建設費は全て新築するよりも安
価になる可能性がある。

全体的に事業費が高くなる要件が多
い。特に用地取得費用については、
市街地周辺であることから、畑で
あっても他地域より高額となる可能
性がある。

全体的に事業費が高くなる要件が多
い。特にインフラ整備費用について
は、ゼロからの整備になるため高額
となる。また、排水経路について
は、行方縦貫道路の東側に位置する
ことから、ルート確保が他地域より
難航する可能性が高い。

全体的に事業費が高くなる要件が多
い。インフラ整備、排水経路の確保
については旧ＫＤＤＩ周辺と同じで
ある。
更に現状地盤が田であるため、杭本
数の増加、杭長が長くなるなど基礎
工事費が高くなる恐れがある。少な
くとも地表面では泥状地盤であるた
め、土工事、舗装工事などが高額と
なる。

候補地の中で唯一防衛補助金対象地
域となっているが、防音仕様の建物
にすると空調維持管理費、光熱費な
どが増大する可能性がある。そもそ
も補助金が出る地域であるため、航
空機からの騒音が懸念される。

40 27 26 28 34

事業期間 長期化が懸
念される事
象の有無

※長期化が予想され

る事象がなければ高

評価

※農地転用許可申請

などの期間等

◎：懸念事項無し

〇：懸念事項1～2

△：懸念事項3～4

×：懸念事項5以上

防衛補助
他、補助金
対象地域か
どうか

※使用できる補助金

があれば高評価

◎：騒音区域

〇：一部騒音区域

×：区域外

事業費総合評価 ※総事業費の総合評

価

3.点数合計
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地域医療センター周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺 旧ＫＤＤＩ・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦ＩＣ周辺 玉造緑ヶ丘地区周辺
備考

（評価指標）
評価項目

◎ △ ― ✕ ―

5 2 0 1 0
新市建設計画、都市計画マスタープ
ランにおいて、市の中心核に位置付
けられており、庁舎位置としては整
合性が取れる。

市街地、住居系市街地に位置付けら
れている。
上位計画の解釈を変えることで、庁
舎位置として整合性を取ることがで
きる。

整合性を検討する位置づけなし。 北浦ＩＣを活かした産業発展地域と
して位置づけられている。
庁舎位置としては整合しにくい。

整合性を検討する位置づけなし。

〇 △ △ △ △
4 2 2 2 2

新庁舎（行政）と病院が連携したま
ちづくりを進めていくことにより、
当地域にあったコンパクトシティを
形成することができる。

新庁舎を整備しなくても、麻生ＩＣ
が開通されることで人の流れが変わ
ることが予想される。市外の人を呼
び込み、観光交流機能を整備するこ
とにより、当地域の魅力が上がり、
ファーマーズヴィレッジや天王崎方
面への波及効果も上がる。

新庁舎を整備しなくても、北浦地区
は、文化施設や運動施設がまとまっ
て整備されている。民間のノウハウ
と資金、マンパワーを活用し、ス
ポーツ・文化に特化した地域づくり
を行うことにより、発展が見込め
る。

新庁舎を整備しなくても、北浦ＩＣ
が開通されることで人の流れが変わ
ることが予想される。市外の人を呼
び込むことができる施設整備の検討
や、北浦複合団地への企業誘致が重
要である。地域の魅力を上げ、企業
誘致や定住促進を図る。

新庁舎を整備し、周辺に定住を促進
することにより、市街地形成が可能
になる。当地域は、新庁舎を整備し
なくても、都市計画に位置付けて都
市機能を誘導することにより、更な
る発展が見込める。

〇 ✕ ◎ ✕ ✕

4 1 5 1 1
医療センター周辺については、農地
転用が必要となる。
医療センター敷地が共用できれば、
最小限で済む可能性がある。

交差点付近は農地以外でまとまった
土地がないため、農地転用が必要と
なる。

市有地であることから、転用の手続
は必要ない。

農地転用が必要となる。
土地改良区との協議が必要となる。

交差点付近は農地以外でまとまった
土地がないため、農地転用が必要と
なる。

◎ 〇 〇 △ 〇

5 4 4 2 4

直径１km圏内に消防本部があり、災
害時の連携が取りやすい。

直径２km圏内に美化センターがあ
る。

直径２km圏内に健康増進課、農業振
興センター、北浦小学校、北浦中学
校がある。

直径５km圏内に北浦複合団地があ
る。

直径２km圏内に泉野野球場、玉造中
学校がある。

◎ 〇 〇 ✕ 〇
5 4 4 1 4

直径１km圏内に地域医療センターが
あり、災害時医療・福祉面で連携が
取りやすい。

直径２km圏内に診療所（つばさクリ
ニック）がある。

直径２km圏内に特別養護老人ホーム
が1件ある（特養きたうら）。

直径５km圏内に目立った施設なし
直径２km圏内に診療所（塙クリニッ
ク）がある。

✕ ◎ ✕ ✕ △
1 5 1 1 2

直径５km圏内に目立った施設なし
直径１km圏内にセイミヤモールがあ
り、商業施設が集中している地域で
ある。

直径５km圏内に目立った施設なし 直径５km圏内に目立った施設なし
直径５km圏内にベイシア・カインズ
モールがある。

✕ ✕ △ ✕ △
1 1 2 1 2

直径５km圏内に目立った施設なし
直径５km圏内にゴルフ場が２か所あ
る。

直径５km圏内にゴルフ場１か所、北
浦がある。

直径５km圏内に目立った施設なし
直径５km圏内にふれあいランド、ゴ
ルフ場が１か所ある。

周辺施設と
の連携性

公共施設 ※周辺に施設があれ

ば高評価

◎：直径1km(徒歩圏

内)

〇：直径2km(自転車

圏内)

△：直径5km(車圏

内)

×：直径5kmになし

※最大直径5kmとし

て

都市計画上
の可能性
（農地転
用、用途地
域）

◎:転用等の手続き

なし

〇：一部転用等の手

続きあり

×：転用等の手続き

必要

４．将来のまちづくりの発
展性

上位計画と
の整合性

総合戦略、
経営戦略、
公共施設再
編他との整
合性

◎：複数の上位計画

と整合性あり

〇：一部の上位計画

と整合性あり

△：解釈により整合

性が取れる

×：整合性が取れな

い

ー：計画に位置付け

なし

発展する要
素の有無

新庁舎整備
によるまち
づくりの拡
張性
※4地域のコ
ンセプトと
しい庁舎整
備の関連性
を記載

※新庁舎が建設され

ることによって、ま

ちづくりの拡張性に

寄与するかどうかを

判定

→新庁舎を建設しな

くても、まちづくり

の拡張性があれば評

価は低くなる

→新庁舎とまちづく

りの拡張性のつなが

りが強ければ高評価

となる

医療・福祉
施設

商業施設

観光施設
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新庁舎建設候補用地のコスト検証

地域医療センター周辺（病院敷地一部

活用を含む）
玉造緑ヶ丘地区周辺 旧KDDI・第2グラウンド周辺 (仮称)北浦IC周辺 麻生地区一丁窪交差点周辺

井上藤井地区、小幡地区周辺 玉造甲（泉北交差点周辺） 山田地区 両宿地区 麻生地区（セイミヤモールから警察署周辺）

約8,000㎡～18,000㎡程度 約15,500㎡ 約20,000㎡ 約17,000㎡ 約15,000㎡～20,000㎡程度

2名～6名程度 7名～10名程度 市有地 9名 1名～3名程度

指定なし 指定なし 指定なし 指定なし 指定なし

畑 畑 山林 田 畑、雑種地

約3600万～8300万円程度 約1200万～1300万円程度 市有地 約9300万円 約2300万～22000万円程度

約3800万～9200万円程度 約7700万～7800万円程度 約9300万円 約9000万円 約8400万～10700万円程度

整備済み 整備済み 整備済み 整備済み 整備済み

県道50号水戸神栖線（幅員11.2m)

県道183号山田神栖線（幅員11.0m）
国道354号（幅員11.0m） 市道3057号（幅員10.0m） 国道354号（幅員11.5m)

県道50号水戸神栖線（幅員9.5m)

県道2号水戸佐原線（幅員10.0m)

整備済み 整備済み 整備済み 整備済み 整備済み

・病院調整池あり（調整池を病院と共用、敷

地増分のみ新設）

・敷地内調整後放流

未整備

敷地内調整後放流

未整備

敷地内調整後放流

未整備

敷地内調整後放流

未整備

敷地内調整後放流

約2300万～5000万円程度 約4500万円 約6000万円 約5000万円 約4500万～6000万円程度

病院浄化槽あり 未整備 未整備 未整備 未整備

浄化槽整備

費用

・病院と共用した場合整備費用はかからない

が、使用料は発生する。

・浄化槽を整備、約5000万円

約5000万円 約5000万円 約5000万円

・下水道接続可能なエリアに建設した場合は

整備費用がかからない。

・浄化槽を整備、約5000万円

約10～15億円（補助金5～7.5億円） 約4～6億円（補助金2～3億円） 下水道接続の可能性なし 下水道接続の可能性なし
約5～7.5億円（補助金2.5～3.75億円）

（下水道エリア外の場合）

（病院ﾙｰﾄ供用の場合）

　約970万～1800万円程度

（供用不可の場合）

　約3300万～4100万円程度

約4200万～6400万円 約3000万円 武田川に隣接している 約2500万～8350万円

約1億3000万～3億1600万円 約2億2700万～2億4900万円 約2億3300万円 約2億8300万円 約2億8550万～4億1200万円

【病院敷地を一部活用した場合】

・病院の施設（合併浄化槽、調整池、駐車場

など）を共有できる可能性がある。

・感染症対策が必要となる。

【病院敷地を活用しない場合】

・用地交渉が必要となる。水戸神栖線の拡幅

工事着工時期が不明確であるが、水戸神栖線

を横断した先（中池等）を流末とした場合、

拡幅工事との調整の必要有。

【共通事項】

・既存雨水排水管の流末部付近は地権者と医

療センターで土地賃貸借契約を締結中。

年額240,000円（月額20,000円）を支払ってい

る状況である。

・用地取得費用について、農地取引価格で計

算しているが、周辺の公示価格と大きな差が

ある。市場価格と大きな差があるため、用地

交渉が困難である。

・流末になり得るため池等までの整備延長が

長距離になる。

・雨水は最終的に流末である武田川が放流先

となるが、冠水被害等が発生している状況で

あり、検証の必要性有。

・隣地ため池の状況確認（大雨時の状況、設

置理由等）

➡隣地ため池（亀池・上池・中池・下池）は

現状で貯水量を上回っている。大雨時だけで

なく通常の雨天時からなのか要検証。

・流末である武田川は大雨時に溢水している

ことからも検証の必要性有。

・雨水は最終的に流末である武田川が放流先

となるが、冠水被害等が発生している状況で

あり、検証の必要性有。

・敷地内既存道路の付け替え、もしくは既存

維持での計画の必要あり

・IC出口、交差点に近接するため、万が一渋

滞した場合には高速出口まで続く可能性があ

る

・武田川が隣接するため、万が一の氾濫対策

が必要。雨水は最終的に流末である武田川が

放流先となるが、冠水被害等が発生している

状況であり、検証の必要性有。

・高圧鉄塔があり敷地端を架空高圧電線が通

るため、工事中配慮が必要

・北浦IC周辺は武田川が隣接し、軟弱地盤で

ある。

・商業施設に隣接した場合、駐車場の無断利

用等の可能性がある。

・交通量の多い交差点に近くなるため、渋滞

が発生する恐れがある。

・流末になり得るため池等までの整備延長が

長距離になる。

・用地取得費用について、農地取引価格で計

算しているが、周辺の公示価格と大きな差が

ある。市場価格と大きな差があるため、用地

交渉が困難である。

・雨水は最終的に流末である城下川が放流先

となるが、冠水被害等が発生している状況で

あり、検証の必要性有。

コスト評価 1位 2位 3位 4位 5位

定性的評価 1位 3位 5位 4位 2位

定量的評価 1位 2位 4位 5位 3位

※下水道整備は事業計画区域として認められれば補助金（概ね事業費の1/2）を受けることができる。

放流先整備費用

最大整備費用合計

（下水道整備を除く）

懸念される事項

造成工事費(外周部擁壁・U字溝設置、

表層土置換)

アクセス道路の整備の必要性

水道(上水)

雨

水

排

水

処

理

施

設

整

備

費

雨

水

雨水処理方法

雨水処理施設（調整池）整

備費用

生活雑排水処理方法

生活雑排水

処理施設整

備費用 下水道整備費

用

生

活

雑

排

水

基本情報

地区

取得予定面積

地権者数

※　参考単価：同条件で比較検証するために土地価格ドットコム、農地価格ドットコムの単価を参考にした。　実勢価格とは異なる。

用地取得

費用

用地取得費用

用途地域

地目
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５ 新庁舎面積算出根拠  
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【面積を最大にした場合】

職員数：304人

議員定数：18

基準面積 想定面積 部門計面積

（㎡） （㎡） （㎡）

① 防災拠点機能 防災倉庫 ※敷地内に設置 0.00

② 窓口・案内機能 窓口サービス機能 執務室 市民部 27 7.50 202.50 1,137.50

総務部 32 7.50 240.00

市民福祉部 66 7.50 495.00

待合いロビー 200.00

案内機能 総合案内（兼コンシェルジュ待機所） 20.00 20.00

相談機能 総合相談ブース 30.00 30.00

出先機関との連携機能 － －

③ 執務機能、福利厚生機能 執務機能 特別職室 市長室 1 40.00 180.00

応接室 60.00

副市長室 1 40.00

教育長室 1 40.00

執務室 総務部 29 5.00 145.00

※部長以下

　ユニバーサル

　レイアウト採用

企画部 36 5.00 180.00

建設部 41 5.00 302.40

経済部 54 5.00 270.00

教育委員会 12 5.00 60.00

業務支援 作業室 50.00 50.00

サーバー室 50.00 50.00

電話交換室 20.00 20.00

給湯室 15.00 15.00

文書保管機能 書架・倉庫 240.00 240.00

打合せ・会議機能 会議室（一部は市民協働で使用） 100.00 200.00

大会議室（庁議室兼災害対策本部） 100.00

福利厚生機能 職員休憩室 60.00 120.00

職員更衣室・シャワー室 60.00

④ 市民協働・市民交流機能 市民協働機能 印刷・ロッカー 20.00 45.00

団体貸出室 15.00

協働支援 10.00

市民交流機能 市民交流スペース（兼多目的室） 150.00 150.00

⑤ 情報発信機能 情報発信コーナー（記者会見室含む） 50.00 50.00

⑥ 議会機能 議会 本会議場（傍聴席付き） 200.00 490.00

全員協議会室

及び委員会室

（傍聴席無し）

90.00

正副議長室 40.00

応接室 30.00

議員控室(会派室） 60.00

議会図書館 20.00

議会ラウンジ 30.00

執務室 議会事務局 4 5.00 20.00

⑦ その他の機能 市民共用 便所及び洗面所 85.00 105.00

保育室 20.00

庁内共用 宿直室 10.00 25.00

警備員室兼運転手詰所 15.00

設備
機械室

（空調機械室を除く）
70.00 180.00

電気室 110.00

上記、合計 4,064.90

1,422.72

延べ面積 5,487.62

区分 部集計

957.40

玄関･廊下･階段等（各機能面積合計×

0.35）

令和元年の職員数（3庁舎勤務。保健センター、公⺠

館等の出先機関の職員除く）
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【面積を最小にした場合】

職員数：304人

議員定数：18

基準面積 想定面積 部門計面積

（㎡） （㎡） （㎡）

① 防災拠点機能 防災倉庫 ※敷地内に設置 0.00

② 窓口・案内機能 窓口サービス機能 執務室 市民部 27 6.00 162.00 950.00

総務部 32 6.00 192.00

市民福祉部 66 6.00 396.00

待合いロビー 200.00

案内機能 総合案内

（兼コンシェルジュ待機所）
20.00 20.00

相談機能 総合相談ブース 30.00 30.00

出先機関との連携機能 － －

③ 執務機能、福利厚生機能 執務機能 特別職室 市長室 1 40.00 180.00

応接室 60.00

副市長室 1 40.00

教育長室 1 40.00

執務室 総務部 29 5.00 145.00

※部長以下

　ユニバーサル

　レイアウト採用

企画部 36 5.00 180.00

建設部 41 5.00 302.40

経済部 54 5.00 270.00

教育委員会 12 5.00 60.00

業務支援 作業室 50.00 50.00

サーバー室 50.00 50.00

電話交換室 20.00 20.00

給湯室 15.00 15.00

文書保管機能 書架・倉庫 240.00 240.00

打合せ・会議機能 会議室

（一部は市民協働で使用）
100.00 200.00

大会議室

（庁議室兼災害対策本部）
100.00

福利厚生機能 職員休憩室 60.00 120.00

職員更衣室・シャワー室 60.00

④ 市民協働・市民交流機能 市民協働機能 印刷・ロッカー 20.00 45.00

団体貸出室 15.00

協働支援 10.00

市民交流機能 市民交流スペース

（兼多目的室）
0.00

⑤
情報発信機能 情報発信コーナー

（記者会見室含む）
50.00 50.00

⑥ 議会機能 議会 本会議場（傍聴席付き） 200.00 460.00

全員協議会室

及び委員会室

（傍聴席無し）

90.00

正副議長室 40.00

応接室 30.00

議員控室(会派室） 60.00

議会図書館 20.00

議会ラウンジ

執務室 議会事務局 4 5.00 20.00

⑦ その他の機能 市民共用 便所及び洗面所 85.00 105.00

保育室 20.00

庁内共用 宿直室 10.00 25.00

警備員室兼運転手詰所 15.00

設備 70.00 180.00

電気室 110.00

上記、合計 3,697.40

1,294.09

延べ面積 4,991.49

区分 部集計

957.40

玄関･廊下･階段等（各機能面積合計×0.35）

機械室

（空調機械室を除く）

令和元年の職員数（3庁舎勤務。保健センター、公⺠館等の出先

機関の職員除く）
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６ 建設費用試算  

61



新庁舎を新築する場合の施設整備費（設計・監理費および建設費の合計）

新築：5,500㎡　外構：7,500㎡　免震設計あり ㎡単価50万円で試算　建築にかかる費用を35億円以下で抑える試算

設計・監理費 (単位：千円)

価格 消費税 費用 小計
合併特例債

適用の有無

45,000 4,500 49,500

135,000 13,500 148,500

10,900 1,090 11,990 209,990

40,000 4,000 44,000 44,000 〇

253,990

260,000

建設費 (単位：千円)

面積 ㎡単価 工事価格 消費税 工事費 小計
合併特例債

適用の有無

本庁舎 5,500 500 2,750,000 275,000 3,025,000

付属庁舎（車庫・倉庫） 150 250 37,500 3,750 41,250

外構整備工事 7,500 13 97,500 9,750 107,250

浄化槽設備 50,000 5,000 55,000 3,228,500 〇

3,228,500

3,230,000

総合計 3,490,000

※設計・監理費は平成31年国土交通省告示第98号による概算

※㎡単価は直近の実績値による概算

※諸経費（用地関係費、什器購入費等）は含まない

設計・

監理費

設計

基本設計

実施設計（申請手続き・手数料を含む）

造成・外構設計（開発行為手続きを含む）

監理

計

改め計

計

改め計
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新庁舎を新築する場合の施設整備費（設計・監理費および建設費の合計）

新築：5,000㎡　外構：7,500㎡　免震設計なし(耐震) ㎡単価43.5万円で試算　建築にかかる費用を29億円以下で抑える試算

設計・監理費 (単位：千円)

価格 消費税 費用 小計
合併特例債

適用の有無

44,000 4,400 48,400

130,000 13,000 143,000

10,900 1,090 11,990 203,390

40,000 4,000 44,000 44,000 〇

247,390

250,000

建設費 (単位：千円)

面積 ㎡単価 工事価格 消費税 工事費 小計
合併特例債

適用の有無

本庁舎 5,000 435 2,175,000 217,500 2,392,500

付属庁舎（車庫・倉庫） 150 250 37,500 3,750 41,250

外構整備工事 7,500 13 97,500 9,750 107,250

浄化槽設備 50,000 5,000 55,000 2,596,000 〇

2,596,000

2,600,000

総合計 2,850,000

※設計・監理費は平成31年国土交通省告示第98号による概算

※㎡単価は直近の実績値による概算

※諸経費（用地関係費、什器購入費等）は含まない

設計・

監理費

設計

基本設計

実施設計（申請手続き・手数料を含む）

造成・外構設計（開発行為手続きを含む）

監理

計

改め計

計

改め計
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７ 維持管理費比較   
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庁舎整備にかかる整備費のイニシャルコストの比較

（既存庁舎を改修し分庁舎方式を維持した場合との比較）
(単位：千円)(単位：千円)

耐震

診断費

設計・

監理費

大規模

改造工事

耐震補強

工事費

設計・

監理費

建設

工事費

※注１ ※注２ ※注３ ※注４

CASE1 麻生庁舎 ― ― ― ― ― ― ―

玉造庁舎 ― ― ― ― ― ― ―

北浦庁舎 ― ― ― ― ― ― ―

新庁舎 300,000 3,700,000 ― ― ― ― -2,660,000

CASE2 麻生庁舎 ― ― ― 5,000 425,000 ― ？

玉造庁舎 ― ― 10,000 67,000 1,064,000 120,000 ？

北浦庁舎 ― ― 17,000 59,000 970,000 120,000 ？

※上記に起債による利子は含まれていません。

※注１…耐震診断費は平成31年国土交通省告示第98号による概算。構造上、玉造庁舎は１棟、北浦庁舎は2棟となるため北浦庁舎は割高となる。

※注２…設計・監理費は平成31年国土交通省告示第98号による概算。

※注３…構造躯体のみを残し、全面リニューアルした場合を想定

　　　　概算の㎡単価により算出（新築した場合の建物全体ー構造部分－既存再利用部分（全体の２割）＋解体部分）

※注４…耐震診断を行っていないため、数値はあくまで平均的な概算値で算出

※注５…下記による

実質負担計

※注５
その他

事業費

1,340,000 ―
新庁舎を建設し

庁舎機能を集約

2,857,000 ―既存庁舎を改修し

分庁舎方式を維持

施設整備費 大規模改造・耐震補強整備費

合併特例債

国からの

償還金

新庁舎の施設整備費（設計・監理費および建設費の合計）を約40億円と仮定した場合の想定規模とその内訳

設計・監理費 (単位：千円)

価格 消費税 費用 小計
合併特例債

適用の有無

50,000 5,000 55,000

150,000 15,000 165,000

30,000 3,000 33,000 253,000

45,000 4,500 49,500 49,500 〇

302,500 ※(A)

建設工事費 (単位：千円)

面積 ㎡単価 工事価格 消費税 工事費 小計
合併特例債

適用の有無

本庁舎 6,800 435 2,958,000 295,800 3,253,800

付属庁舎（車庫・倉庫） 500 250 125,000 12,500 137,500

外構整備工事 21,000 13 273,000 27,300 300,300 3,691,600 〇

3,691,600 ※(B)

※設計・監理費は平成31年国土交通省告示第98号による概算

※㎡単価は直近の実績値による概算

※上記面積は事業費より結果的に算出される数値であり、そのバランスについては仮に設定したものです。

その他の事業費 (単位：千円)

費用 小計
合併特例債

適用の有無

用地取得 〇

測量（水平・レベル・境界） ？

地盤調査 ？

オフィス環境委託 ？

ITシステム 設計 ？

整備 ？

造成工事 〇

インフラ整備工事（敷地外） 〇

什器・備品 ？

引越し ？

既存庁舎解体工事 玉造庁舎 〇

北浦庁舎 〇

設計・

監理費

設計

基本設計

実施設計（申請手続き・手数料を含む）

造成・外構設計（開発行為手続きを含む）

監理

計

計

※(A)≒300,000　(B)≒3,700,000　　（A) + (B) = 4,000,000(40億円)

計

65



【維持管理費比較】

実績額

（千円）
業務内容

想定額

（千円）
業務内容案

受水槽

(飲料水ﾀﾝｸ清掃業務)

空調 963
保守点検(年２回)

エラー等発生時の緊急対応
保守管理設備員に含める

電気 389
電気工作物保守点検(年12回)

停電による設備点検(年１回)
480 見積の平均

合併浄化槽 464
300,672円定期点検(年48回)，

163,296円汚泥汲取清掃(年２回)
900 見積の平均

自動ドア 285 自動ドア保守点検(年３回) 144 見積の平均

電話交換機保守 1,607 電話交換機の保守点検(年６回) 480 1箇所になる。見積の平均

電話交換業務 3,944
電話交換業務

(開庁日　午前8時30分～午後5時15分)
4,000

電話交換+

フロアマネージャー業務を兼務

宿日直・警備員 10,203

閉庁時間における宿直業務

(開庁日　午前6時～午前8時30分

午後5時15分～午後10時)

(閉庁日　午前6時～午後10時)

保守管理設備員に含める

機械警備 3,499

夜間警備システムの運用

電話対応・緊急時対応

(毎日　午後10時から翌朝6時)

夜間巡回(週２回程度)

夜間警備機器の保守点検(適宜)

3,499 設置費用は建設費でみる

清掃業務 3,394

床清掃(年３回)

床剥離(年１回)

ジュータン清掃(年２回)

窓ガラス清掃(年１回)

庁舎トイレ等の清掃(週３回)

エアコンフィルター清掃(年２回)

ゴミの搬出・運搬(週２回)

3,920 現庁舎と同一レベルの業務。

消防設備 313 消防設備保守点検(年２回) 500 見積の平均

保守管理設備員 10,800 警備員と設備員を兼ねる

エレベーター 1,728 ２基想定

その他設備点検

25,937 27,327

修繕 9,488 実績 5,000

設備更新 機器更新は別途

9,488 5,000

35,425 32,327

38,668 27,068 現庁舎の30％削減

74,093 59,395 ※現庁舎の20％削減可能

飲料水タンク清掃

保守点検(年１回)
233 現庁舎を採用

現庁舎 新庁舎

光熱水費、使用料

維持管理費合計

項目

設備保守点検

小計（①）

修繕更新

小計（②）

保守点検・修繕更新合計

特定建築物点検 643
空気環境測定(年６回)

特定建築物管理術者の選任
643 見積の平均

233
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８ ＶＦＭ算出根拠  
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VFMの概要について
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「VFM（Value for Money）」とは、「支払い（Money）に対して最も価値の高い
サービス（Value）を供給する」（内閣府HPより）という考え方のことで、PFI・
PPP事業におけるもっとも重要な概念の一つです。

一般には、従来方式の場合と比べて、PPP・PFI方式を採用した場合に、公共負担額
をどれだけ削減できるかを示す割合のことです。

この公共負担額の算出時の留意点として、以下の２つが挙げられます。

①ライフサイクルコストで比較を行うこと
②現在価値化を行うこと

次項、以降それぞれについて説明します。
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① ライフサイクルコストで比較すること
• 通常の公共事業では、施設整備に関する費用だけを比較する場合がほとんどですが、VFMの算出

にあたっては、維持管理費用も含めた比較を行います。
• そのために、事業期間を設定し、その期間内における、施設整備費用・維持管理費用の総額の算

出を行います。

従来行われてきた比較 ライフサイクルコストによる比較

比較方法
施設整備費だけの比較
維持管理費だけの比較

施設整備と維持管理を含めた
ライフサイクルコストによる比較

考え方の例

① 手法Aの施設整備費は100憶円
② 手法Bの施設整備費は105憶円

結論：手法Aの方が手法Bより5億円安いから手法Aを採
用しよう。

① 手法Aの施設整備費は100憶円、維持管理費は1.2億
円、20年間のライフサイクルコストは124憶円

② 手法Bの施設整備費は105憶円、維持管理費は0.8億
円、20年間のライフサイクルコストは121憶円

結論：施設整備費は手法Aの方が安いが、20年間の総
額でみた場合は手法Bの方が安くなっているの
で、手法Bを採用しよう。

従来行われてきた比較とライフサイクルコストによる比較の違い

※ 上記は説明のために極度に簡略化しています。実際にはより細かく項目を見込み、次項で説明する「現在価値化」等を行い比較します。
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② 現在価値化を行うこと
• VFMの算定では、将来発生する費用も含めた金額の比較を行うために、将来発生する金額の「現

在価値化」という操作が必要になります。
• 例えば、金利が5％の時に、100億円を1年間運用すると、1年後には105億円が手元に残ることに

なります。逆に言えば、1年後手に入る100憶円は、現在の価値に換算すると約95.2億円にしかな
りません。

• このように、将来発生するお金を現在の価値に換算することを、「現在価値化」と言います。

現在価値化の考え方

現在手元にある
100億円

1年後には
105億円

金利5％で1年間運用した場合

1年後手に入る予定の
100億円

現在価値化すると
95.2億円

金利5％で現在価値化

この考え方を逆に適用する
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• 行方市役所本庁舎の整備にあたっては、従来方式、DB方式、DBM方式、PFI方式の4つの手法を定
量的に比較するために、VFMを算出することを決め、15年の事業期間を設定して、公共負担額の
算出を行いました。

• なお、各手法の概要は以下の通りです。

各手法の発注方法等の概要

従来方式 DB方式 DBM方式 PFI方式

概要

• 設計・建設・工事監
理・維持管理業務をそ
れぞれ個別に民間事業
者に発注します。

• 施設整備における資金
調達は市が行います。

• 設計・建設・工事監理
業務を包括的に民間事
業者に発注する方法で
す。

• 施設整備における資金
調達は市が行います。

• 設計・建設・工事監
理・維持管理業務を包
括的に民間事業者に発
注します。

• 施設整備における資金
調達は市が行います。

• 設計・建設・工事監
理・維持管理業務を包
括的に民間事業者に発
注します。

• 施設整備における資金
調達は民間事業者が行
います。

資金調達 市 市 市 民間事業者

発
注
区
分

設計 個別発注

包括発注
包括発注 包括発注

建設 個別発注

工事監理 個別発注

維持管理 個別発注 個別発注
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実際の算出結果は以下の通りです。

項目 従来方式 DB 方式 DBM 方式 
PFI 方式

（BTO） 

歳入 5,761,676 5,250,059 5,250,059 5,250,500 

地方債 3,315,500 3,021,095 3,021,095 3,021,095 

地方交付税措置 2,446,176 2,228,964 2,228,964 2,228,964 

法人市民税 0 0 0 441 

歳出 7,517,933 6,897,730 6,875,834 6,976,276 

公債費 3,494,537 3,184,234 3,184,234 3,184,234 

施設整備費 3,490,000 3,180,100 3,180,100 3,180,100 

割賦払利息 0 0 0 15,748 

SPC 組成費・管理費 

（建設期間） 
0 0 0 30,691 

建中利息 0 0 0 4,503 

維持管理費 533,396 533,396 511,500 511,500 

SPC 管理費 

（維持管理期間） 
0 0 0 49,500 

公共負担額 1,756,257 1,647,671 1,625,775 1,725,776 

現在価値 1,494,557 1,404,092 1,384,481 1,454,937 

VFM 0.00% 6.05% 7.37% 2.65% 

【各項目の説明】
① 歳入：事業にあたって、外部から行方市が得た金額

を計上しています。
② 地方債：庁舎整備に活用した地方債の合計額を計上

しています。本事業では合併特例債の活用を想定し
ています。

③ 地方交付税措置：合併特例債においては、元利償還
金の70％が交付税措置されますのでその合計額を計
上しています。

④ 法人市民税：PFI方式の場合、一般に倒産隔離等の
ため、民間事業者はSPCと呼ばれる会社を設立しま
す。SPCが支払う税金の合計額を計上しています。

⑤ 歳出：事業にあたって、行方市が外部に支払った費
用を計上しています。

⑥ 施設整備費：施設整備にあたって、民間事業者に支
払った合計額を計上しています。

⑦ 割賦払利息：PFI方式の場合、施設整備費は民間事
業者に割賦払いされますので、その割賦払いの利息
の合計額を計上しています。

⑧ SPC組成費・管理費：PFI方式の場合、一般に民間事
業者はSPCと呼ばれる会社を設立します。その設立
費用、管理費用の合計額を計上しています。

⑨ 維持管理費：施設の維持管理費（15年分）の合計額
を計上しています。

⑩ 公共負担額：公共負担額（歳出ー歳入）を計上して
います。

⑪ 現在価値：公共負担額を現在価値化した金額を計上
しています。

⑫ VFM：従来手法と比べた場合の現在価値化した公共
負担額の削減割合を記載しています。
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９ 新庁舎建設に関するサウンディング市場 

調査結果概要  
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サウンディング市場調査概要 

 

（１）民間事業者ヒアリングの実施概要 

 ① 対象事業者 

公募期間中（令和 2 年 8 月 18 日～9 月 4 日）において、14 社から市場調査への参加申込

みがあり、その全社からアンケート票の提出があった。このうち、建設業務に関心があると

回答のあった事業者及び県内の事業者、12 社に対してヒアリングを実施した。 

なお、12 社の内訳は、うち 11 社が建設事業者で、1 社が維持管理事業者であった。なお、

12 社のうち茨城県内の事業者は 5 社であった。 

 

 ② 実施期間 

令和 2 年 10 月 13 日（火）～10 月 22 日（木） 

 

 ③ 質問事項 

 希望する事業手法 

 付帯事業の実現可能性 

 希望する公募条件 

 本事業への関心    等 
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（２）民間事業者ヒアリングの結果概要 

 

① 本事業への関心は高い 

多くの事業者が本事業へ高い関心を持っており、一部の事業者は代表企業としての

参画意欲を有していた。ただし、一部の事業者に関しては、事業手法やリスク分担等

の条件によっては、参加を見送る可能性もあるとの意見だった。 

 

② DB 方式、DBM 方式を希望する事業者が多数 

事業手法に関しては、DB 方式、DBM 方式といった、設計・施工が包括的に発注

される手法を希望する事業者が多かった。その理由としては、設計・施工を包括的と

することで工期の短縮やコストコントロールができることが挙げられた。 

従来手法については包括的な事業手法の実績が少ない事業者から希望する意見があ

った一方、PFI については本事業が合併特例債による資金調達を想定していること等

をふまえ、積極的に提案する事業者はいなかった。また、従来方式については提案内

容よりも価格の比重が大きくなること、PFI や DBM を採用した場合の SPC の組成の

負担などを懸念する意見があった。 

  

③ 独立採算による付帯事業の実現は困難との意見が多数 

独立採算による付帯事業の実現に関しては、いずれの候補地においても実現可能性

が低いとする意見が多かった。 

一方で、庁舎利用者に加え、病院利用者の集客を見込むことができるなめがた地域

医療センター周辺、IC の整備に伴い交通量の増加が見込まれる国道 354 線北浦 IC 周

辺においては、採算性は限定的ながらも付帯事業の実現可能性があるという意見もあ

った。 

 

④ 公募はプロポーザル方式、地元企業の参画要件は下請けを含めて広く想定を 

提案の評価方法については、価格ではなく提案を重視すべきとの意見が多数あっ

た。また、事業の参加要件については、官民連携の実績や、庁舎整備の実績を設定す

べきとの意見があった。 

地元企業の活用に関しては、多くの事業者がその重要性に言及し、活用を促進する

仕組みを求める意見があった。一方で、市内の事業者数が限られていることをふまえ

ると、グループ構成員として参画を必須とした場合、有力な事業者と組成できたグル

ープが有利になるのは競争性の観点から問題があることなどが指摘された。 

また、グループの構成員に地元企業が入ったとしても実際の下請けは地域外になる

ことも多いため、最初から地元企業を交えてグループ組成するのではなく選定後に地
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元への下請けを必須とする選択肢もあり得る、実際に地元企業を活用するかどうかは

一定の裁量を事業者に与えるべきなどの意見があった。 

 

⑤ 旧麻生庁舎リニューアルの一体的な発注は可、「活用」を含むと参画意欲が低下 

旧麻生庁舎のリニューアルについては対応可能との意見が多かった。ただし、リニ

ューアルは着手してみたらアスベストが発見される等、不確定な要素が多いことか

ら、建物の現状に関するできるだけ詳しい情報提供を求める意見があった。 

また、「活用」については庁舎整備と一体とすることは困難とする意見があった。 

 

⑥ 庁舎は S 造、RC 造はいずれも可能。木造、免震は予算に応じて採用 

庁舎の構造については、S 造や RC 造を推奨する意見が多かった。木造庁舎につい

てもその可能性を示唆する意見があったものの、外壁に用いる場合は防腐処理等のコ

ストがかかることが示唆された。免震構造については、その有効性を評価する一方

で、建設費等を考慮し、慎重に検討すべきとの意見があった。 

庁舎の設備については、省エネルギー化に関する意見や、IT 技術の活用に関する提

案があった。 

 

⑦ 建設予定地は民間収益施設の導入を考慮すればなめがた地域医療センター 

庁舎の建設予定地については、庁舎機能や建設の観点からは大差ないとの意見が多

かった。ただし、民間収益施設の併設や行方市における立地の観点から、なめがた地

域医療センター周辺が望ましいのではないかという意見があった。 
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10 庁舎跡地の活用に関するサウンディング市場 

調査結果概要 
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庁舎跡地の活用に関するサウンディング市場調査概要 

 

（１） 民間事業者ヒアリングの実施概要 

 対象事業者 
市場調査は 2 段階で実施した。第 1 段階では、14 社から申込みがあり、このうち代表企

業として参画する可能性がある事業者、及び地元の事業者 10 社（建設系 6 社、設計系 1 社、

開発系 1 社、維持管理系 1 社、書店 1 社）に対してヒアリングを実施した。 

続いて第 2段階では、各地域の整備方針（案）に基づき、事業の可能性をより具体的に検

討するため、スポーツ、図書館、住宅に関する事業者 6 社（スポーツ系 2 社、図書館系 2社、

住宅系 2 社）に対してヒアリングを実施した。 

 

 実施期間 
 第 1 段階：令和 2 年 10 月 13 日（火）～10 月 15 日（木） 

 第 2 段階：令和 3 年 2 月 17 日（水）～2 月 25 日（木） 

 

 質問事項 
第 1 段階 ・ 事業に取組む関心の有無 

・ 検討の余地がある事業 

・ 敷地条件 

・ 建物の整備運営       等 

第 2 段階 ■スポーツ事業者 

・ 北浦地区における事業の可能性 

・ 包括的に民間が実施することに関する課題 

・ 市の負担とすべき（してほしい）事項 

■図書事業者 

・ 主に玉造地区における事業の可能性 

・ これからの図書館機能として新たに検討すべき事項 

・ 定住住宅との併設（隣接）に関する相乗効果 

・ 市の負担とすべき（してほしい）事項 

■住宅事業者 

・ 玉造地区における事業の可能性 

・ 想定されるターゲット、戸数など 

・ 併設する生活利便事業の可能性 

・ 図書館との併設（隣接）に関する相乗効果 

・ 市の負担とすべき（してほしい）事項 

 

（２） ヒアリング結果概要 

① 第１段階（概要） 
ア. 10社から提案があり、一部地域については参画意欲も確認 

対象となった事業者のうち 10 社から、3 庁舎跡地のいずれかに関する提案がなされた。

また、一部地域については一定の参画意欲も確認された。ただし、3か所の庁舎跡地をまと
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めて公募することを希望する事業者は存在せず、個別の公募が前提となっている。 

 

イ. 麻生地区では、商業機能は困難だが公共施設の付帯事業は可能性あり 

麻生庁舎の立地等を考慮すると、商業施設の導入は難しいが、市の財政負担による新庁舎

のバックアップ機能であれば、事業者の参画意欲があるだろうとの意見があった。 

一方で、麻生庁舎跡地は周辺の人口が多いことから、市が主導して観光施設を整備するほ

か、霞ヶ浦のゴルフや釣り客を対象としたワーケーションの需要に対応する機能、レンタサ

イクルなどの可能性が提案された。 

 

ウ. 北浦地区では、スポーツ、レジャーなどの可能性あり 

北浦庁舎跡地は、10 社すべての事業者が「関心がある」または「アイデアレベルだが提

案がある」と回答した。 

スポーツ事業は、フィットネスジムやゴルフ場との連携などの可能性が示唆された。 

レジャー事業は、北浦を望む風光明媚な環境を活かしたキャンプ場やグランピング施設

のほか、バンライフ（車内生活）やセカンドハウスといった、将来の IC の開通を見込んだ

来訪者の取り込みが提案された。このほか、「なめがたファーマーズビレッジ」の農業事業

との連携の可能性にも言及があったほか、温浴施設の可能性も示唆された。 

 

エ. 玉造地区では、商業集積による集客性の高さを活かした住宅関連事業の可能性あり 

玉造地区には、幹線道路沿いにすでに商業施設が数多く立地しているため、新たな商業施

設は差別化が難しく、立地が難しいとの意見が多かった。一方で、集客性の高い立地を生か

すため、定住促進拠点として賃貸や分譲によるアパートやマンション事業の可能性がある

ことが示唆された。定住促進のための公共投資を行うことで、これを呼び水として官民の複

合施設整備があり得るとの意見もあった。 

 

オ. 民間の意欲を喚起するためには、市の積極的な支援が必要 

 事業者からは、スポーツやレジャーといった複数の事業の実現可能性が提案されたが、い

ずれも独立採算で行うことは難しく、行政からの一定の支援が必要であるとの意見が多か

った。例えば温浴施設についても、利用料金だけで運営資金を賄うことは難しく、施設の整

備や維持管理等において積極的に行方市が関与する必要性が提案された。 

 

カ. サイクリングコースの活用 

行方市をはじめとする霞ヶ浦周辺にはサイクリングコース「りんりんロード」が整備され

ていることから、自転車をキーワードにした事業についても提案が出された。霞ヶ浦周辺の

サイクリングコースは比較的平坦な部分が多い。このため、高低差の大きいコースを好む上

級者向けではなくアマチュアに的を絞り、楽しみながら汗を流せることを目指すことが有
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効であると提案された。 

 

キ. 運営の工夫により文化施設、図書館の可能性あり 

図書館にブックカフェを併設する事例が増えており、読書文化の向上という視点で行政

から一定の支援を受けることで可能性があるという提案が出された。たとえば、玉造地区に

ある現図書館の老朽化をふまえ、これをリニューアルして図書館を中心としたにぎわいづ

くりが提案された。図書館にカフェなどの空間を入れることにより、中高生などが集まる空

間の可能性が提案された。 

 

② 第２段階（概要） 
ア. 公共の適切な支援によりスポーツ事業の民活可能性あり 

いずれの事業者も、指定管理やサービス購入型 PFI のように市が一定の事業費を負担す

る事業方式であれば参画意欲があるが、北浦地域におけるスポーツの独立採算事業は困難

との意見だった。一般的にいずれの自治体においてもスポーツ事業の独立採算化は難しく、

賃料や指定管理料等における市の支援が前提とのことだった。 

公設を前提として出されたアイデアは、フィットネス系の事業や子供の遊び場（遊具設

置）、多目的スタジオでの教室、温泉プール、公共施設等における特産品販売所の併設、地

元スポーツチームの創設と市民交流などだった。 

なお、天然芝グラウンドやプールのような維持管理費が高い設備は、市の財政負担を大き

くする可能性が高く、慎重に検討するべきとの意見があった。 

 

イ. 新たな図書館の整備に向けて、規模、整備方針の検討を 

 図書館を新たに整備し、指定管理とすることについては事業者の意欲があった。ただし、

現中央図書館は、同規模の自治体と比較して施設規模が小さく、今後、図書館の魅力創出を

図るためには、規模の増大を視野に入れる必要性が示唆された。 

立地については、いずれの地域でも可能性があるとのことだった。玉造地区はロードサイ

ドに多数の商業施設が立地する点が、カフェ等の集客事業には有利に働く。一方で、麻生地

区は集客性の観点では玉造地区に若干劣るものの、既存の情報発信拠点とのコラボレーシ

ョンによる発展の可能性があるとのことだった。ただし、麻生地区は既存庁舎の改修が前提

となるため、広さや構造など、図書館として活用するには一定の制約がある旨も指摘された。

加えて潮来市図書館との近接性については、コンセプトの違いを打ち出せれば必ずしも競

合するものではないとの意見だった。たとえば、図書館事業は様々な事業領域と親和性が高

く、飲食や育児だけでなく、映画等のエンターテインメントや各種イベントとのコラボレー

ションも期待できるとの意見があった。 

以上のとおり、まずは行方市の図書館整備に対する将来的な方針（図書館のコンセプトや

目指すべきイメージ像等）を検討したのちに、適切な立地を選定するという手順が推奨され
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た。 

 

ウ. 電子図書館の発展には不確実性が多い 

 電子図書館の普及については、図書の電子化が普及したとしてもすぐさま紙の図書の需

要（蔵書数）が減少する可能性は低いという意見がある一方で、電子図書館は今後数年間

で大きく発展していくという可能性も示された。このため、図書の電子化が図書館の面積

削減にすぐさま影響するという示唆は得られなかった。 

 

エ. 民間独立採算としての住宅事業は困難 

民間の独立採算によるによる住宅事業は厳しいとの意見だった。ただし、茨城県南部はコ

ロナの影響で移住需要が高まってきており、分譲住宅の需要が上昇している可能性がある。

また、定住促進住宅の退去時期に次の住居として分譲地が提供されれば一定にニーズがあ

るのではないかとの意見があった。 

 

オ. 玉造庁舎跡地は、住宅と図書館を併設には狭い 

 仮に定住促進住宅の規模を 20 室とした場合、住宅だけであれば玉造庁舎跡地に整備可

能であるが、図書館を併設する場合には駐車場の確保が困難になるなど、敷地としては手

狭との意見があった。このため、道路対面の市有地の活用が提案された。 

 

カ. ウェブサイト充実化等のソフト施策も定住促進に寄与 

 定住促進に資するアイデアとして、ハード整備だけでなく情報発信の工夫も重要だとい

う提案がなされた。例として、市のウェブサイトに住宅の新築着工戸数情報を掲載するこ

とで、事業者が分譲計画を立てやすくなるとのことだった。 

 

以上 
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